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構造特記仕様書（１）（車寄せ庇1-1）

    試験杭の杭長は本杭と同じとする。

 ・ 4.2.2

試験杭

 ・ 4.2.3

杭の載荷試験

(1) 鉛直載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  鉛直載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

(2)(3)  試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.2.4

地盤の載荷試験

(1) 平板載荷試験　　　　　　　　　　※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（次による）

(2)    個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（２ＦＬ-　　　　　　ｍ）

　　   対象地盤（　　　　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　　ｋＮ/ｍ ）

(4) 試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.3.3

　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(2) 先端部形状　　※ 開放型　　　　・ 閉塞平たん形

(1) 杭の継手　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

(1) 杭頭処理　　　　　※ 切断しない　　　　　　　・ 切断する

ネガティブフリクション対策　　　　※ 無　　・ 有（設計図による）

 ・ 4.3.6

 ・ 4.3.8

付加 

 ・ 4.3.4

セメントミルク

工法 (6) アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

　　　　　　　　※ 杭先端深さ　支持層より　　　 １．０ｍ以上

　　　　　　　　※ 杭の高止まり　　　　　　　　 ０．５ｍ以下

(1) 根固め液の使用　　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

    杭周固定液の使用　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

 ・ 4.3.5

特定埋込杭工法 　　　　　　・ 中掘り拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　※ 使用する　    ・ 使用しない

(1) 工法　　・ プレボーリング拡大根固め工法

杭頭補強筋は，設計図による。

４節  鋼杭地業

 ・ 4.4.3

　　　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(1) 杭の継手　　　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

4.3.8 による

 ・ 4.4.5

 ・ 4.4.6

 ・ 4.4.1

付加 

５章  鉄筋工事

２節  材料

 ・ 5.2.1 異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下，丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

鉄筋の種類

規格名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ) 備　考

 ・ＳＤ２９５ 設計図による Ｄ１０～Ｄ１６
　　異形鉄筋

 ・ＳＤ３４５ 設計図による
 (鉄筋コンクリート用棒鋼）

 ・ＳＤ３９０

 ・ＳＤ４９０

　　溶接閉鎖型せん断補強筋  ・ＳＤ２９５Ａ

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・ＳＤ２９５Ｂ

　　高強度せん断補強筋  ・ＫＳＳ７８５

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・

閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく性能評価の条件を

満足するものとする。

 ・ 5.2.2 (1) 溶接金網、鉄筋格子の寸法、径      JIS G 3551

種　　類 記　号 使用箇所 呼び径・寸法・形状 備　考

　鉄骨階段踏面

　防水層保護コンクリート

　配管埋設用コンクリート
ＪＩＳ規格品

　スラブ内埋設管の集密部分

 ＳＤ２９５ 　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

　φ６-１００ｘ１００ ＷＦＰ溶接金網

鉄筋格子

３節  加工及び組立

 ・ 5.3.4

継手及び定着

(1) 継手の工法

部位など 継手工法と適用径の範囲

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
柱主筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
梁主筋

スラブ、壁筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
杭主筋

 ・ ガス圧接 　 （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

特殊な機械式継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

定着板の有無      ※ 無        ・ 有（設計図による）

 ・ 5.3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

かぶり厚さは目地底から算定する

設計図にて寸法指定個所を除き，設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

(1) コンクリートのかぶり厚さ

　　  ※ 最小かぶり厚さに１０ｍｍ加える

    耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

施工個所 最小かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

特殊な鉄筋継手のあき    ※ 設計図による。

付加 

付加 

付加 

付加 

    水平載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  水平載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

杭頭の処理等

材料

継手

一般事項

材料

継手

杭頭の処理等

５節  場所打ちコンクリート杭地業

杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※ 設計図による

(1) 鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

(2) コンクリート　　　　　　　　　※ 高炉セメント　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　Ｎ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　　　　　　　※ Ｂ種

    コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

鋼管の使用　　　　　　　　　　※ なし　　　　　　　　・ あり

 ・ 4.5.4

材料その他

(3) 超音波測定器による孔壁測定    ・ 行う              ・ 行わない

            ・ オールケーシング工法           ・ その他(                   )

 ・ 4.5.1 (2) 工法    ・ アースドリル工法               ・ リバース工法

６節  砂利，砂，捨コンクリート地業等

 ・ 4.6.2 (1) 砂利地業の材料　　　　　※ 再生クラッシャラン　　　　・ 切込み砂利及び切込み砕石

 ・ 4.6.3

砂利及び砂地業

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)

 ・ 4.6.4

捨コンクリート (2)  (1)以外の項目は６章１４節による。

置換コンクリート

コンクリートの種別　　　　　　　　　※ 普通コンクリート

※ 設計基準強度　１８Ｎ/ｍｍ   ( 構造体強度補正は行わない)

付加 

付加 

 ・ 付加

一般事項

材料

地業

地業

地盤改良地業 　・ 浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

　・ 深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

六価クロム溶出試験　　　　　　※ 行う　　　　　　　・ 行わない

 ・ 付加

本節による，直接基礎，置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層，長期許容支持力は下記による

４節  ガス圧接

 ・ 5.4.10

圧接完了後の

圧接部の試験

3062に示す判定基準にてす

超音波探傷試験の試験技術者は（公社）日本鉄筋継手協会による鉄筋継手部検査技術資格者1G種、2種あるい

は3種とする。

による。

（※ ３０本　・　　　　　　）
超音波探傷試験

べての個所が合格すること。　超音波探傷試験の抜取率

１ロットとする

２００ヵ所程度以下を 超音波探傷試験ではJIS Z

施工した圧接個所かつ こと。

同一作業班が一日に 規格強度以上」を満足する
（※ ３本　　・　　　　　　）

引張試験

が，「最大引張強さが母材
　引張試験抜取本数

引張試験では試料のすべて

及び抜取り率
判定基準ロット区分及び試料数試験方法

ロット当たりの抜取本数

圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は，前２号に準ずる抜取試験を行う。

　　準は、JIS Z 3062によるものとし、試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書

　　資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同様とする。試験方法・判定基

　　超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし，技量及び経験の証明となる

　　引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　※ 超音波探傷試験　　　　　　　・ 引張試験

(ｲ) 抜取試験の方法

検査及び試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書　ガス圧接継手工事」による。付加 

付加 

付加 

付加 

付加 

５節  機械式継手

 ・ 5.5.1

一般事項

鉄筋

溶接金網

その他配筋付加

帯筋の組立て

梁貫通孔の補強

　※ Ｈ形　　　・ ＨＭ形　　　・ Ｍ形　　　※ 既製品

・ スリーブ図に無い貫通孔が，必要な場合においても補強対象とし，本工事に含むものとする。

・ 施工者側の理由により貫通孔が追加となる場合は，増減対象とみなさない。

 ・ 付加

 ・ 付加

６章  コンクリート工事

２節  コンクリートの種類及び品質

 ・ 6.2.1

コンクリートの

種類

コンクリートの種類

コンクリート 設計基準強度 所要ｽﾗﾝﾌﾟ 単位水量の
番号 使用箇所

種　別   Ｆｃ (N/mm ) （ｃｍ） 上限値(kg/m )

１

２

３

４

５

６

(1) レディーミクストコンクリートの種別

　　※ Ⅰ類(JIS Q 1001 及び JIS Q 1011 に基づき、JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート)

(1) 普通コンクリートの気乾単位容積質量

　　※ ２．３ ｔ/ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ/ｍ

(3) 建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートの使用  ※ 無    ・ 有

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

2 3

 ・ 6.2.2

コンクリートの

強度

 ・ 6.2.4

ワーカビリティー

及びスランプ

 ・ 6.2.3

気乾単位

(2) 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別 ・ 6.2.5

構造体コンク

リートの仕上り

構造体強度

補正値の有無

建築物の構造概要

　　　■ルート３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□その他

（７）階数

（９）構造計算ルート

　　　□ルート１（　□ルート１－１　　□ルート１－２　）　　□限界耐力計算又は同等以上の構造計算

　　　□ルート２（　□ルート２－１　　□ルート２－２　）　　□時刻歴応答解析

（１０）重要度係数等の考慮の有無

１．標準仕様

図面及び特記仕様に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）」（以下，標仕という。）による。

２．特記仕様

(1) 項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

    特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

 　　　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は，共に適用する。※

(2) 各章の章，節，項の番号は，標仕の当該番号に対応する。

(3) （表　　　）（図　　　）の番号は標仕の当該表または図の番号を表す。

(4)　 　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。Ｇ

(5) 図中の「付加」は，標仕にない特記事項を示す。

４章  地業工事

２節  試験及び報告書

３節  既製コンクリート杭地業

特記仕様書の適用

７

８

９

１０

　　※ 建築特記による。

3

2

2

2

　・ Ｈ形　　　・ （スパイラル）ＳＰ形　　　・ 溶接閉鎖形

Ｄ１９～Ｄ２５

　　　■無

　　　    （□その他：　　　　                                      ）

　　　　　　・ その他　（　　　　　　　　　　　　）

（設計図による）

・長期設計支持力度は設計図による。

・支持地盤は設計図による。

工法　　工法名：（　設計図による　）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

（１）工事名称　　

（５）構造形式

（６）基礎形式

　　　地上 　 階　　　地下  　階　　 塔屋     階

（４）構造種別

（８）主要用途

工法         ・ 特定埋込杭工法    ( 　　　　　　　　 工法)

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

（２）設計年月

　　　建築場所

　※ 重ね継手 （　　              　　　）

（３）工事種別　　■新築　　□増築　　□増改築　　□改築

　　　□有（□１．５（Ⅰ類）　□１．２５（Ⅱ類）　□１．０（Ⅲ類）　）

(1) ・ 直接基礎床板下　　　※ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

    ・ 杭基礎床板下　　　　※ ６０ｍｍ

    ・ 土間スラブ下　　　　・ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

(1) 厚さ　　　　　　　　　　※ ５０ｍｍ　　　　　 ・ その他（  　　）

１５

１８

１８５

１８５

有

有Ｆｃ２７

Ｆｃ２７ 基礎・基礎梁・1階床

1階柱壁・R階梁床

(1) 試験杭の位置及び本数　　　　　※ 最初の１本　　　　　・ 設計図による

 ・ 4.5.5

アースドリル

工法、リバース

工法及びオール

ケーシング工法

   JIS G 3112

　　ガス圧接継手工事」による。

不合格の場合は，5.4.11

特殊な溶接継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

６節  溶接継手

 ・ 5.6.1

一般事項

　　・ Ⅱ類(Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート)

付加 

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)
・ 土間スラブ下　　　　(        ｍｍ)             ・ 土間コンクリート下　　　　(        ｍｍ)

公立沖縄北部医療センター新築工事　（車寄せ庇1-1）

沖縄県名護市大北１丁目１５－９他

令和７年３月

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造)

ラーメン構造

直接基礎（べた基礎）

病院

1

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１０～Ｄ１６

設計図による

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ １５ １８５ 無Ｆｃ２１ 土間コン・押えコン

    ・ 基礎梁下　　        ※ ６０ｍｍ

    ・ 土間コンクリート下　・ １５０ｍｍ　・ １００ｍｍ

3

容積質量

設計図による

設計図による

201- -

使用箇所については、最上階柱頭部柱主筋とする。

各棟１ 0.7

粘土混じりシルト層 １５０



構造特記仕様書（２）（車寄せ庇1-1）

(1) セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※ 普通ポルトランドセメント

　　・ 高炉セメントＢ種

　細骨材及び混合細骨材

　・ フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）Ｇ

　・ 銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・ 電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※ Ａ　　・ Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※ Ａ　　・ Ｂ

３節  コンクリートの材料及び調合

 ・ 6.3.1

コンクリート

の材料

(2) 骨材

Ｇ

Ｇ

(a) 混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

種　類 備　考

　・ ＡＥ剤

　・ 高性能減水剤

　・ 減水剤

　・ ＡＥ減水剤

　・ 高性能ＡＥ減水剤

　・ 流動化剤

促進型のものは原則として使用しない。

現場にて使用する流動化剤については，施工性及び品質を考慮の上，決定すること。

(b) 混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

　・ 高炉スラグ

　・ 膨張剤

(4) 混和材料

付加 

付加 

種　類 備　考

付加 

(5) ひび割れ誘発目地

　　位置　　　※ 意匠図による

　　寸法　　  ※ 標仕 〔９.７.３（１)(ア)〕 による　　　・ 設計図による

(4) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　※ ２０ｍｍ　　　・ ２５ｍｍ　　　・ １０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

    内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　仕上げの無い内壁・柱型                      ※ １０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

(ｱ) 調合管理強度は，設計基準強度Ｆｃに，下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上，かつ，品質

　　に関する規定を満たすものとする。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により，セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの

　　予想平均気温に応じて定める。

フライアッシュセメントB種

高炉セメントB種

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

高炉セメントA種

普通ポルトランドセメント

コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）セメントの種類

表6.3.2 構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

 ・ 6.3.2

コンクリート

の調合

８節  型枠

 ・ 6.8.1

付加 

(1) せき板の材料

　　※ 合板　　　　　　　　　・ 断熱材を兼用した型枠材　　　・ 鋼製型枠パネル

　　・ ラワン代替合板　　　　・ 針葉樹複合合板　　　　　　　・ その他　（　　　　　　　）

(2) 合板の厚さ

　　※ １２ｍｍ　　　・ １５ｍｍ（使用箇所：               ）

 ・ 6.8.2

型枠一般

材料

(2) せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

表6.8.2　せき板の最小存置期間

基礎、梁側、柱、壁

５　１５℃以上 ２
コンクリートの材

　　５℃以上 ３ ７
齢による場合（日）

　　０℃以上 ５ １０

施工箇所

セメントの種類

 ・ 6.8.4

型枠の存置期間

及び取外し

コンクリートの圧

縮強度による場合
　　   ー 圧縮強度が 5N/mm 以上となるまで。

2

早強ポルトラ

ンドセメント

中庸熱ポルトラ

ンドセメント，

低熱ポルトラン

ドセメント    

３ ６

５ ８

８ １２

スラブ下 梁下

２８ ２８

  片持梁，庇，長大スパンの梁，大型スラブ等の型枠を支持する支柱，または施工荷重が著しく大きい場合

  の支柱等は，存置期間の延長・２層受け等を行う事。

表6.8.3　支柱の最小存置期間

１７

２５

２８

存置

期間中

　１５℃以上
コンクリートの材

　　５℃以上
齢による場合（日）

　　０℃以上

施工箇所

の平均気温

セメントの種類

付加 

早強ポル

トランド

セメント

左記のすべての

セメント          

  ８

１２

１５

　　   ー
コンクリートの圧

縮強度による場合
監理者との協議による

付加 

　　常時土あるいは水に直接接する部分

　　※ 使用しない　　　　・ 使用する（使用箇所：                    ）

(1) 軽量コンクリートの種別

　　・ １種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

　　・ ２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

(2) 寒中コンクリートの適用期間は，（                 ）。

(2) マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・ 設計図による

　　設計図に記載がない場合でも，現場にて施工性を考慮の上，断面が大きくなるような処置を行う場合は，

　　本項に従うこととする。目安として，壁状部材で８００ｍｍ以上，マット状・柱状部材で１０００ｍｍ

　　以上を目安とする。

(1) セメントの種類　  ※表6.13.1に，適用するセメントの種類を示す。

(2) 混和剤 の種類　  ※ ＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤      ・ その他（                   ）

(5) スランプ　　      ※ １５ｃｍ　　　・     ｃｍ

(6) コンクリートの打込みから材齢２８日までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値は

　　下表による。

表6.13.1 マスコンクリートの構造体強度補正値(S)の標準値

セメントの種類 コンクリートの打込みから材齢28日までの期間の予想平均気温θの範囲（℃）

 0≦θ ・ 中庸熱ポルトランドセメント

 ・ 低熱ポルトランドセメント

 ・ 高炉セメントＢ種

 ・ フライアッシュセメントＢ種

(2) コンクリートの種類

 ※ １５ ・ １８ ※ ２５  ・ ２０

 ・ ２０        

    セメントの種類

　　※ 普通ポルトランドセメント                            ・ 高炉セメントB種　　（捨コンクリート）

    呼び強度は設計基準強度以上とする。（構造体強度補正は行わない）

　　　　混和材を使用する場合は、6.13.2 (2) (ｲ)を適用すること。

１０節  軽量コンクリート

 ・ 6.10.2

１１節  寒中コンクリート

 ・ 6.11.1

１３節  マスコンクリート

 ・ 6.13.1

 ・ 6.13.2

材料及び調合

－ － －

－

－

－

－ － 0≦θ

 0≦θ

 0≦θ

－

－

暑中期間

暑中期間

＊

＊

＊暑中期間とは，日平均気温の平年値が25℃を超える期間をいう。 

  構造体強度補正値(S) (N/mm )
2

6 3 0 6

１４節  無筋コンクリート

 ・ 6.14.1

コンクリート 設計基準強度 所要スランプ  粗骨材の最大寸法
使用箇所

 ・ 6.14.2

材料及び調合 ※ 普通コンクリート

※ 軽量コンクリート

 ※ Ｆｃ１８

 ※ Ｆｃ１８

付加 

付加 

種類及び品質

一般事項

一般事項 付加 

一般事項

種  別 Ｆｃ (N/mm )
2

（ｃｍ）

 ※ １８ ・ ２１

（ｍｍ）

・ 構造用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

・ 建方用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

(1) 高力ボルト　　　　※ トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

                    　・ JIS形高力ボルト　　　　　　　   Ｆ１０Ｔ　　２種

 ・ 7.2.2

高力ボルト

 ・ 7.2.4

アンカーボルト

適用

※ 炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

規格番号

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

JIS G 3101

JIS G 3106

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3444

JIS G 3466

２節  材料

 ・ 7.2.1 表7.2.1 鋼材の種類等

鋼材

JIS G 3475

(1) 仮組の実施        ※ 行わない      ・ 行う

(1) 開先の形状

(1) (ｶ) 鋼製エンドタブの切除        ※ 行わない      ・ 行う

(2) (ｴ) スカラップの形状

(1)(ｲ)(b) 超音波探傷試験　　※ 行う　　・ 行わない

節 ※ すべて

検査水準 ※ 第6水準

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

(3) すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

 ・ 7.2.9

柱底均しモルタル

(2) 無収縮モルタル　　※ 材料，調合等は，標仕7.2.9 (2) (ｱ)～(ｴ)による。

３節  工作一般

 ・ 7.3.10

４節  高力ボルト接合

 ・ 7.4.2

摩擦面の性能

及び処理

６節  溶接接合

 ・ 7.6.4

 ・ 7.6.7

 ・ 7.6.12

溶接部の試験

仮組

 ・ 7.6.3

技能資格者

付加     技量付加試験

　※ 否    ただし，溶接技能者は，溶接条件に応じた JIS Z 3801及び JIS Z 3841 の資格者であること。

　・ 要    ただし，建築鉄骨溶接技量検定の合格者，又は，同等の技量を有すると工事監理者が認めた者は

　         免除する。

溶接の準備

溶接施工

　※ 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める

　　（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

７章  鉄骨工事

１節  共通事項

 ・ 7.1.3

鉄骨製作工場

付加 

(1) ※ 標仕の表18.3.1のＡ種      ・ 標仕の表18.3.1のＢ種      ・ 塗装を行わない

(2) 耐火被覆面への錆止め塗装　　 ※ 行わない　　　・ 行う(耐火被覆の付着性を損なわない仕様とする）

８節  錆止め塗装

 ・ 7.8.4

塗料種別

９節  耐火被覆

 ・ 7.9.3

耐火被覆の

性能、品質等

１０節  工事現場施工

 ・ 7.10.3

アンカーボルト

の設置等

(2) 構造用アンカーボルト及びアンカーフレームの形状，寸法      ※ 図示による

(3) 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別            ※ Ａ種      ・ Ｂ種

(5) 柱底均しモルタル      厚さ：※ 図示による

                          種別：※ Ａ種      ・ Ｂ種

既製品柱脚の使用      ※ 有（設計図による）      ・ 無 ・ 付加

付加 耐火被覆材の使用                 ※ 有                        ・ 無

※ 所要性能及び適用箇所は建築特記による。

既製品柱脚

施行令第１２９条の２の３の事項

・　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　　ないものとすること。

□　煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　　場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、９０ｃｍ以下とすること。

□　煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを５ｃｍ以上とした鉄筋コンクリ

　　－ト造又は厚さが２５ｃｍ以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック

　　造とすること。

　　は、支持構造部又は構造物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な

　　部分に、緊結すること。

　　　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　こと。

　　　　は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　の他の震動及び衝撃緩和のための措置を講ずること。

　　（屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものは除く。以下単に「給湯設備」という。）を除く。）は、

　　するものにあっては、建設省告示第１３８９号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

　　構造耐力上安全なものとすること。

　　安全上支障のない構造とすること。　　

　　免震，配管ピット壁・柱型，ＥＬＶシャフト    ※   ０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

　　床                                          ※ １０ｍｍ      ・ １５ｍｍ     ・ （      ）ｍｍ

3

Ｇ

□　建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食または腐朽のおそれが

□　屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下「屋上水槽等」という。）

□　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備

　　□　風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする

　　□　建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　　□　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又

　　□　管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震そ

□　給湯設備は、第1の規定によるほか、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

□　法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類

□　給湯器等の転倒防止についての告示1447号を遵守すること。

　・ 防水材

上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

                    　※ 溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

  捨てコン,押えコン

Ｍ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

１, ２ ,３

 ・ 付加

その他

合成スラブ

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

規格名称等

－

－

－

　建築構造用炭素鋼鋼管

　SS400、SS490、SS540

種類の記号

　SM400、SM490、SM520

　SN400、SN490

　SNR400、SNR490

  SSC400

　STK400、STK490

　STKN400、STKN490

　STKR400、STKR490

　BCR295

　BCP235

　BCP325

0≦θ＜ 9

0≦θ＜13

0≦θ＜14

0≦θ＜11

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 8

 9≦θ

13≦θ

14≦θ

11≦θ

 5≦θ

 8≦θ

6 3

普通エコセメント 0≦θ＜ 6  6≦θ

フライアッシュセメントA種

シリカセメントA種

普通ポルトランド

セメント，高炉セ

メントＡ種, シリ    

カセメントＡ種,     

フライアッシュセ

メントＡ種

高炉セメントＢ種,

シリカセメントＢ

種, フライアッシ

ュセメントＢ種

(注) 圧縮強度を圧縮強度試験により確認する場合は、6.9.3(1)(ｲ)による工事現場における水中養生供試体

     又は封かん養生供試体の圧縮強度とする。

中庸熱ポルトラン

ドセメント, 低熱

ポルトランドセメ

ント, 高炉セメン

トＢ種, シリカセ

メントＢ種, フラ

イアッシュセメン

トＢ種

普通ポルトラ

ンドセメント

，高炉セメン    

トＡ種, シリ    

カセメントＡ

種, フライア

ッシュセメン

トＡ種

存置

期間中

の平均気温

(3) 構造体強度補正値（S）は、6  N/mm  とする。

１２節  暑中コンクリート

 ・ 6.12.2

材料及び調合

(1) 試験体の養生方法

９節  試　験　等

 ・ 6.9.3

コンクリートの

強度試験

    ・ 標準養生　　　　　　※ 工事現場における水中養生　　　　　　・ 工事現場における封かん養生

付加 

 ・ 普通ポルトランドセメント  8≦θ －0≦θ＜8 暑中期間＊

JIS G 3114
　溶接構造用耐候性

　熱間圧延鋼材
　SMA400、SMA490

付加 

付加 

(1) 呼び名等

呼び名 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

呼び長さ（mm）

 ・ 7.2.8

スタッド

  設計図による100

溶接作業を行う

    工場溶接の場合  AOQL（％）　※ 4.0 　・ 2.0

 構造体強度補正値(S) (N/mm )2
2

単位水量の上限値を守れない場合

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

  設計図による100

付加 

１２節  溶融亜鉛めっき工法

溶融亜鉛めっき処理    ※ 有（設計図による）      ・ 無  ・ 7.12.5

溶融亜鉛めっき

高力ボルト摩擦

接合

すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　※ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・ りん酸塩処理

　　　すべり耐力等の確認方法　　※ すべり耐力試験方法等　　・ 図示

(1) 摩擦面の処理

3

        切除する場合は溶接完了後10mm程度残して切除し、グラインダー仕上げとする。

JASS5による

※ 鋼材は、原則として高炉材もしくは不純物を適正に管理された電炉材を使用する。ただし、溶接を

   伴わない小梁等の材料については、一般的な電炉材の使用も可とする。

202- -



ボーリング柱状図（車寄せ庇1-1）

209

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/150 1/300

Bor.No.2

Bor.No.1

Bor.No.4

Bor.No.3

Bor.No.6

Bor.No.7

Bor.No.5

Bor.No.8

KBM 4 (417)
(H=+20.898m)

病院棟

別棟

密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)

密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)

2
,
8
5
0

4
5
01FL(+18.20)GL(+18.00)

2
0
0

1
,
7
0
0

基礎下端

1
,
7
0
0

基礎下端

車寄せ庇1-1



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

1階柱壁梁床伏図、R階梁床伏図（車寄せ庇1-1）

Y

X

BY2

BY3

BY1

BX1

8,360

5
,
8
0
0

9
,
0
0
0

8,000

24,720

BX2

1
4
,
8
0
0

特記なき限り下記による

2.一般スラブ FS1

3.一般壁 W18

1.1FL=GL+200=18.20

4.基礎梁天端　1FL-400

 (  )内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

1階柱梁・1階梁床伏図　1/100

柱
芯

  一般スラブ天端　1FL-400

5.フレーム内のスリットは軸組図による。

6.必要地耐力（長期）：50kN/㎡

  平板載荷試験を行い上記必要地耐力を確認すること。

  必要地耐力を確認できない場合は、地盤改良を行い必要地耐力を確保すること。

FG1

FG1

FG1

FG1

FG1

FG1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

2.梁天端　屋根勾配による

　（　）内数値は、RFLからの梁天端レベルを示す。

3.一般スラブ天端　屋根勾配による

C1 C1

C1 C1

C1 C1

2
8
5

柱
芯

BX3
F
G
1
1

F
G
1
1

C1

C1

C1

8,360

BX4

FG1

FG1

FG1

F
G
1
1

F
G
1
1

C1

C1

C1

柱芯 柱芯

Y

X

BY2

BY3

BY1

BX1

8,360

5
,
8
0
0

9
,
0
0
0

8,000

24,720

BX2

1
4
,
8
0
0

R階梁床伏図　1/100

G2

G1

G2

G
1
2

G
1
1

8,360

G2

G1

G2

G2

G1

G2

G
1
2

G
1
1

G
1
2

G
1
1

G
1
2

G
1
1

B1 B1 B1

B1 B1 B1

B
2

B
2

B
2

B
2

B
2

B
2

285
柱芯

285
柱芯

2
8
5

柱
芯

B1 B1 B1

B
2

B
2

B
2

9
0
0

CS1

CS1

2
,
0
5
0

210

B
2

B
2

B
2

B
2

B
2

B
2

900 900

C
S
1

C
S
1

CS2 CS2

CS2CS2

BX3 BX4



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

軸組図（車寄せ庇1-1）

2
0
0

4
,
7
8
0

4
,
9
8
0

BY1,BY3通軸組図　1/100

G2 G2

GL
1FL

RFL

FG1 FG1

C1 C1 C1

BX1

8,360 8,000

24,720

BX2 BX3

柱芯 柱芯

G2

FG1

C1

8,360

BX4

2
0
0

4
,
7
8
06
,
8
8
0

BY2通軸組図　1/100

GL
1FL

RFL

FG1 FG1

C1 C1 C1

BX1

8,360 8,000

24,720

BX2 BX3

柱芯 柱芯

FG1

C1

8,360

BX4

G1 G1 G1

1
,
5
0
0

2
0
0

4
,
7
8
0

4
,
9
8
0

BX1～BX4通軸組図　1/100

G11 G12

GL
1FL

RFL

FG11 FG11

C1 C1 C1

BY1

5,800 9,000

14,800

BY2 BY3

285
柱芯

2
0
0

BX1+4000通軸組図　1/100

GL
1FL

RFL

BY1

5,800 9,000

14,800

BY2 BY3

2
0
0

4
,
7
8
06
,
8
8
0

BY1+3000通軸組図　1/100

GL
1FL

RFL

BX1

8,360 8,000

24,720

BX2 BX3

8,360

BX4

1
,
5
0
0

特記なき限り下記による

1.地中梁天端　1FL-400

2.     増打コンクリートを示す。

B2B2

B1 B1 B1

285
柱芯

285
柱芯

285
柱芯

285
柱芯

285
柱芯 柱芯

B2

211

B2 B2

2,050

2,050900

900

900 900

900 900

900 900

4
0
0

4
0
0

4
0
0

4
0
0

4
0
0

4
0
0

4
0
0

4
,
7
8
06
,
8
8
0

1
,
5
0
0

4
0
0



場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

基礎梁主筋配筋要領

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

基礎梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

あばら筋

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

D
5
0

6
0

FG1

柱リスト　　1/50

符 号階 C1

大梁リスト        　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

階

R階

G1 G11

Ld Ld

Lo

大梁カットオフ長さ

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

断 面

Dx×Dy

主筋

1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

表中の数値以上とする。

750×750

-D13@100

16-D25

750

7
5
0

Ｙ方向下端通し筋

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

梁主筋配筋要領

5

5

小梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

400×700

-D13@200

2-D10

B1

B

D

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

6-D22

6-D22

全断面

4
2

4

Ld Ld

Lo

地中梁カットオフ長さ

厚 さ 位 置
端部 中央部

下端筋

上端筋
150

端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

S1
D13@200 同左 D13@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

床版リスト

備考

下端筋

上端筋
250CS1

D13@100 同左 同左

D10@100 同左 同左

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

表中の数値以上とする。

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

Ｙ方向下端通し筋

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/50 1/100

部材リスト（車寄せ庇1-1）

-D13@200

8-D13

550×1,500

7-D25

7-D25

全断面

B

5

5

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

-D10@200

2-D10

B2

2

300×500

2-D10

3-D22

3-D22

3

3

全断面

2

2

FG11

-D13@200

8-D13

550×1,500

8-D25

7-D25

全断面

5

5
2

3

-D13@200

2-D10

550×800

5-D25

5-D25

5

5

全断面

-D13@150

650×800

6-D25

6-D25

G12

-D13@150

650×800

6-D25

6-D25

下端筋

上端筋
400FS1

D16@150 同左 D16@150 同左

D16@150 同左 D16@150 同左

D10@200

D10@200

G2

-D13@150

※4-D22

650×900

6-D25

6-D25

6

6

全断面

212

下端筋

上端筋
250CS2

D16@100 同左 同左

D13@100 同左 同左

D16@100

D13@100
出隅部補強

・※付の腹筋は、接続する柱にL2定着とする。

※4-D13 ※4-D13

全断面 中央

8-D25

6-D25

BY2通

6-D25

6-D25

BY3通

6

6

6

6

6

6

6

6

2



構造特記仕様書（１）（車寄せ庇2-1）

    試験杭の杭長は本杭と同じとする。

 ・ 4.2.2

試験杭

 ・ 4.2.3

杭の載荷試験

(1) 鉛直載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  鉛直載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

(2)(3)  試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.2.4

地盤の載荷試験

(1) 平板載荷試験　　　　　　　　　　※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（次による）

(2)    個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（２ＦＬ-　　　　　　ｍ）

　　   対象地盤（　　　　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　　ｋＮ/ｍ ）

(4) 試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.3.3

　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(2) 先端部形状　　※ 開放型　　　　・ 閉塞平たん形

(1) 杭の継手　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

(1) 杭頭処理　　　　　※ 切断しない　　　　　　　・ 切断する

ネガティブフリクション対策　　　　※ 無　　・ 有（設計図による）

 ・ 4.3.6

 ・ 4.3.8

付加 

 ・ 4.3.4

セメントミルク

工法 (6) アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

　　　　　　　　※ 杭先端深さ　支持層より　　　 １．０ｍ以上

　　　　　　　　※ 杭の高止まり　　　　　　　　 ０．５ｍ以下

(1) 根固め液の使用　　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

    杭周固定液の使用　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

 ・ 4.3.5

特定埋込杭工法 　　　　　　・ 中掘り拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　※ 使用する　    ・ 使用しない

(1) 工法　　・ プレボーリング拡大根固め工法

杭頭補強筋は，設計図による。

４節  鋼杭地業

 ・ 4.4.3

　　　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(1) 杭の継手　　　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

4.3.8 による

 ・ 4.4.5

 ・ 4.4.6

 ・ 4.4.1

付加 

５章  鉄筋工事

２節  材料

 ・ 5.2.1 異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下，丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

鉄筋の種類

規格名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ) 備　考

 ・ＳＤ２９５ 設計図による Ｄ１０～Ｄ１６
　　異形鉄筋

 ・ＳＤ３４５ 設計図による
 (鉄筋コンクリート用棒鋼）

 ・ＳＤ３９０

 ・ＳＤ４９０

　　溶接閉鎖型せん断補強筋  ・ＳＤ２９５Ａ

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・ＳＤ２９５Ｂ

　　高強度せん断補強筋  ・ＫＳＳ７８５

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・

閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく性能評価の条件を

満足するものとする。

 ・ 5.2.2 (1) 溶接金網、鉄筋格子の寸法、径      JIS G 3551

種　　類 記　号 使用箇所 呼び径・寸法・形状 備　考

　鉄骨階段踏面

　防水層保護コンクリート

　配管埋設用コンクリート
ＪＩＳ規格品

　スラブ内埋設管の集密部分

 ＳＤ２９５ 　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

　φ６-１００ｘ１００ ＷＦＰ溶接金網

鉄筋格子

３節  加工及び組立

 ・ 5.3.4

継手及び定着

(1) 継手の工法

部位など 継手工法と適用径の範囲

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
柱主筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
梁主筋

スラブ、壁筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
杭主筋

 ・ ガス圧接 　 （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

特殊な機械式継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

定着板の有無      ※ 無        ・ 有（設計図による）

 ・ 5.3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

かぶり厚さは目地底から算定する

設計図にて寸法指定個所を除き，設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

(1) コンクリートのかぶり厚さ

　　  ※ 最小かぶり厚さに１０ｍｍ加える

    耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

施工個所 最小かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

特殊な鉄筋継手のあき    ※ 設計図による。

付加 

付加 

付加 

付加 

    水平載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  水平載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

杭頭の処理等

材料

継手

一般事項

材料

継手

杭頭の処理等

５節  場所打ちコンクリート杭地業

杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※ 設計図による

(1) 鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

(2) コンクリート　　　　　　　　　※ 高炉セメント　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　Ｎ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　　　　　　　※ Ｂ種

    コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

鋼管の使用　　　　　　　　　　※ なし　　　　　　　　・ あり

 ・ 4.5.4

材料その他

(3) 超音波測定器による孔壁測定    ・ 行う              ・ 行わない

            ・ オールケーシング工法           ・ その他(                   )

 ・ 4.5.1 (2) 工法    ・ アースドリル工法               ・ リバース工法

６節  砂利，砂，捨コンクリート地業等

 ・ 4.6.2 (1) 砂利地業の材料　　　　　※ 再生クラッシャラン　　　　・ 切込み砂利及び切込み砕石

 ・ 4.6.3

砂利及び砂地業

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)

 ・ 4.6.4

捨コンクリート (2)  (1)以外の項目は６章１４節による。

置換コンクリート

コンクリートの種別　　　　　　　　　※ 普通コンクリート

※ 設計基準強度　１８Ｎ/ｍｍ   ( 構造体強度補正は行わない)

付加 

付加 

 ・ 付加

一般事項

材料

地業

地業

地盤改良地業 　・ 浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

　・ 深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

六価クロム溶出試験　　　　　　※ 行う　　　　　　　・ 行わない

 ・ 付加

本節による，直接基礎，置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層，長期許容支持力は下記による

４節  ガス圧接

 ・ 5.4.10

圧接完了後の

圧接部の試験

3062に示す判定基準にてす

超音波探傷試験の試験技術者は（公社）日本鉄筋継手協会による鉄筋継手部検査技術資格者1G種、2種あるい

は3種とする。

による。

（※ ３０本　・　　　　　　）
超音波探傷試験

べての個所が合格すること。　超音波探傷試験の抜取率

１ロットとする

２００ヵ所程度以下を 超音波探傷試験ではJIS Z

施工した圧接個所かつ こと。

同一作業班が一日に 規格強度以上」を満足する
（※ ３本　　・　　　　　　）

引張試験

が，「最大引張強さが母材
　引張試験抜取本数

引張試験では試料のすべて

及び抜取り率
判定基準ロット区分及び試料数試験方法

ロット当たりの抜取本数

圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は，前２号に準ずる抜取試験を行う。

　　準は、JIS Z 3062によるものとし、試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書

　　資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同様とする。試験方法・判定基

　　超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし，技量及び経験の証明となる

　　引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　※ 超音波探傷試験　　　　　　　・ 引張試験

(ｲ) 抜取試験の方法

検査及び試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書　ガス圧接継手工事」による。付加 

付加 

付加 

付加 

付加 

５節  機械式継手

 ・ 5.5.1

一般事項

鉄筋

溶接金網

その他配筋付加

帯筋の組立て

梁貫通孔の補強

　※ Ｈ形　　　・ ＨＭ形　　　・ Ｍ形　　　※ 既製品

・ スリーブ図に無い貫通孔が，必要な場合においても補強対象とし，本工事に含むものとする。

・ 施工者側の理由により貫通孔が追加となる場合は，増減対象とみなさない。

 ・ 付加

 ・ 付加

６章  コンクリート工事

２節  コンクリートの種類及び品質

 ・ 6.2.1

コンクリートの

種類

コンクリートの種類

コンクリート 設計基準強度 所要ｽﾗﾝﾌﾟ 単位水量の
番号 使用箇所

種　別   Ｆｃ (N/mm ) （ｃｍ） 上限値(kg/m )

１

２

３

４

５

６

(1) レディーミクストコンクリートの種別

　　※ Ⅰ類(JIS Q 1001 及び JIS Q 1011 に基づき、JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート)

(1) 普通コンクリートの気乾単位容積質量

　　※ ２．３ ｔ/ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ/ｍ

(3) 建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートの使用  ※ 無    ・ 有

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

2 3

 ・ 6.2.2

コンクリートの

強度

 ・ 6.2.4

ワーカビリティー

及びスランプ

 ・ 6.2.3

気乾単位

(2) 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別 ・ 6.2.5

構造体コンク

リートの仕上り

構造体強度

補正値の有無

建築物の構造概要

　　　■ルート３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□その他

（７）階数

（９）構造計算ルート

　　　□ルート１（　□ルート１－１　　□ルート１－２　）　　□限界耐力計算又は同等以上の構造計算

　　　□ルート２（　□ルート２－１　　□ルート２－２　）　　□時刻歴応答解析

（１０）重要度係数等の考慮の有無

１．標準仕様

図面及び特記仕様に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）」（以下，標仕という。）による。

２．特記仕様

(1) 項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

    特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

 　　　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は，共に適用する。※

(2) 各章の章，節，項の番号は，標仕の当該番号に対応する。

(3) （表　　　）（図　　　）の番号は標仕の当該表または図の番号を表す。

(4)　 　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。Ｇ

(5) 図中の「付加」は，標仕にない特記事項を示す。

４章  地業工事

２節  試験及び報告書

３節  既製コンクリート杭地業

特記仕様書の適用

７

８

９

１０

　　※ 建築特記による。

3

2

2

2

　・ Ｈ形　　　・ （スパイラル）ＳＰ形　　　・ 溶接閉鎖形

Ｄ１９～Ｄ２５

　　　■無

　　　    （□その他：　　　　                                      ）

　　　　　　・ その他　（　　　　　　　　　　　　）

（設計図による）

・長期設計支持力度は設計図による。

・支持地盤は設計図による。

工法　　工法名：（　設計図による　）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

（１）工事名称　　

（５）構造形式

（６）基礎形式

　　　地上 　 階　　　地下  　階　　 塔屋     階

（４）構造種別

（８）主要用途

工法         ・ 特定埋込杭工法    ( 　　　　　　　　 工法)

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

（２）設計年月

　　　建築場所

　※ 重ね継手 （　　              　　　）

（３）工事種別　　■新築　　□増築　　□増改築　　□改築

　　　□有（□１．５（Ⅰ類）　□１．２５（Ⅱ類）　□１．０（Ⅲ類）　）

(1) ・ 直接基礎床板下　　　※ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

    ・ 杭基礎床板下　　　　※ ６０ｍｍ

    ・ 土間スラブ下　　　　・ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

(1) 厚さ　　　　　　　　　　※ ５０ｍｍ　　　　　 ・ その他（  　　）

１５

１８

１８５

１８５

有

有Ｆｃ３０

Ｆｃ３０ 基礎・基礎梁・1階床

1階柱壁・R階梁床

(1) 試験杭の位置及び本数　　　　　※ 最初の１本　　　　　・ 設計図による

 ・ 4.5.5

アースドリル

工法、リバース

工法及びオール

ケーシング工法

   JIS G 3112

　　ガス圧接継手工事」による。

不合格の場合は，5.4.11

特殊な溶接継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

６節  溶接継手

 ・ 5.6.1

一般事項

　　・ Ⅱ類(Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート)

付加 

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)
・ 土間スラブ下　　　　(        ｍｍ)             ・ 土間コンクリート下　　　　(        ｍｍ)

公立沖縄北部医療センター新築工事　（車寄せ庇2-1）

沖縄県名護市大北１丁目１５－９他

令和７年３月

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造)

ラーメン構造

直接基礎（べた基礎）

病院

1

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１０～Ｄ１６

設計図による

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ １５ １８５ 無Ｆｃ２１ 土間コン・押えコン

    ・ 基礎梁下　　        ※ ６０ｍｍ

    ・ 土間コンクリート下　・ １５０ｍｍ　・ １００ｍｍ

3

容積質量

設計図による

設計図による

301- -

使用箇所については、最上階柱頭部柱主筋とする。

各棟１ 0.7

粘土混じりシルト層 １５０



構造特記仕様書（２）（車寄せ庇2-1）

(1) セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※ 普通ポルトランドセメント

　　・ 高炉セメントＢ種

　細骨材及び混合細骨材

　・ フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）Ｇ

　・ 銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・ 電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※ Ａ　　・ Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※ Ａ　　・ Ｂ

３節  コンクリートの材料及び調合

 ・ 6.3.1

コンクリート

の材料

(2) 骨材

Ｇ

Ｇ

(a) 混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

種　類 備　考

　・ ＡＥ剤

　・ 高性能減水剤

　・ 減水剤

　・ ＡＥ減水剤

　・ 高性能ＡＥ減水剤

　・ 流動化剤

促進型のものは原則として使用しない。

現場にて使用する流動化剤については，施工性及び品質を考慮の上，決定すること。

(b) 混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

　・ 高炉スラグ

　・ 膨張剤

(4) 混和材料

付加 

付加 

種　類 備　考

付加 

(5) ひび割れ誘発目地

　　位置　　　※ 意匠図による

　　寸法　　  ※ 標仕 〔９.７.３（１)(ア)〕 による　　　・ 設計図による

(4) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　※ ２０ｍｍ　　　・ ２５ｍｍ　　　・ １０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

    内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　仕上げの無い内壁・柱型                      ※ １０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

(ｱ) 調合管理強度は，設計基準強度Ｆｃに，下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上，かつ，品質

　　に関する規定を満たすものとする。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により，セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの

　　予想平均気温に応じて定める。

フライアッシュセメントB種

高炉セメントB種

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

高炉セメントA種

普通ポルトランドセメント

コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）セメントの種類

表6.3.2 構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

 ・ 6.3.2

コンクリート

の調合

８節  型枠

 ・ 6.8.1

付加 

(1) せき板の材料

　　※ 合板　　　　　　　　　・ 断熱材を兼用した型枠材　　　・ 鋼製型枠パネル

　　・ ラワン代替合板　　　　・ 針葉樹複合合板　　　　　　　・ その他　（　　　　　　　）

(2) 合板の厚さ

　　※ １２ｍｍ　　　・ １５ｍｍ（使用箇所：               ）

 ・ 6.8.2

型枠一般

材料

(2) せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

表6.8.2　せき板の最小存置期間

基礎、梁側、柱、壁

５　１５℃以上 ２
コンクリートの材

　　５℃以上 ３ ７
齢による場合（日）

　　０℃以上 ５ １０

施工箇所

セメントの種類

 ・ 6.8.4

型枠の存置期間

及び取外し

コンクリートの圧

縮強度による場合
　　   ー 圧縮強度が 5N/mm 以上となるまで。

2

早強ポルトラ

ンドセメント

中庸熱ポルトラ

ンドセメント，

低熱ポルトラン

ドセメント    

３ ６

５ ８

８ １２

スラブ下 梁下

２８ ２８

  片持梁，庇，長大スパンの梁，大型スラブ等の型枠を支持する支柱，または施工荷重が著しく大きい場合

  の支柱等は，存置期間の延長・２層受け等を行う事。

表6.8.3　支柱の最小存置期間

１７

２５

２８

存置

期間中

　１５℃以上
コンクリートの材

　　５℃以上
齢による場合（日）

　　０℃以上

施工箇所

の平均気温

セメントの種類

付加 

早強ポル

トランド

セメント

左記のすべての

セメント          

  ８

１２

１５

　　   ー
コンクリートの圧

縮強度による場合
監理者との協議による

付加 

　　常時土あるいは水に直接接する部分

　　※ 使用しない　　　　・ 使用する（使用箇所：                    ）

(1) 軽量コンクリートの種別

　　・ １種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

　　・ ２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

(2) 寒中コンクリートの適用期間は，（                 ）。

(2) マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・ 設計図による

　　設計図に記載がない場合でも，現場にて施工性を考慮の上，断面が大きくなるような処置を行う場合は，

　　本項に従うこととする。目安として，壁状部材で８００ｍｍ以上，マット状・柱状部材で１０００ｍｍ

　　以上を目安とする。

(1) セメントの種類　  ※表6.13.1に，適用するセメントの種類を示す。

(2) 混和剤 の種類　  ※ ＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤      ・ その他（                   ）

(5) スランプ　　      ※ １５ｃｍ　　　・     ｃｍ

(6) コンクリートの打込みから材齢２８日までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値は

　　下表による。

表6.13.1 マスコンクリートの構造体強度補正値(S)の標準値

セメントの種類 コンクリートの打込みから材齢28日までの期間の予想平均気温θの範囲（℃）

 0≦θ ・ 中庸熱ポルトランドセメント

 ・ 低熱ポルトランドセメント

 ・ 高炉セメントＢ種

 ・ フライアッシュセメントＢ種

(2) コンクリートの種類

 ※ １５ ・ １８ ※ ２５  ・ ２０

 ・ ２０        

    セメントの種類

　　※ 普通ポルトランドセメント                            ・ 高炉セメントB種　　（捨コンクリート）

    呼び強度は設計基準強度以上とする。（構造体強度補正は行わない）

　　　　混和材を使用する場合は、6.13.2 (2) (ｲ)を適用すること。

１０節  軽量コンクリート

 ・ 6.10.2

１１節  寒中コンクリート

 ・ 6.11.1

１３節  マスコンクリート

 ・ 6.13.1

 ・ 6.13.2

材料及び調合

－ － －

－

－

－

－ － 0≦θ

 0≦θ

 0≦θ

－

－

暑中期間

暑中期間

＊

＊

＊暑中期間とは，日平均気温の平年値が25℃を超える期間をいう。 

  構造体強度補正値(S) (N/mm )
2

6 3 0 6

１４節  無筋コンクリート

 ・ 6.14.1

コンクリート 設計基準強度 所要スランプ  粗骨材の最大寸法
使用箇所

 ・ 6.14.2

材料及び調合 ※ 普通コンクリート

※ 軽量コンクリート

 ※ Ｆｃ１８

 ※ Ｆｃ１８

付加 

付加 

種類及び品質

一般事項

一般事項 付加 

一般事項

種  別 Ｆｃ (N/mm )
2

（ｃｍ）

 ※ １８ ・ ２１

（ｍｍ）

・ 構造用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

・ 建方用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

(1) 高力ボルト　　　　※ トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

                    　・ JIS形高力ボルト　　　　　　　   Ｆ１０Ｔ　　２種

 ・ 7.2.2

高力ボルト

 ・ 7.2.4

アンカーボルト

適用

※ 炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

規格番号

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

JIS G 3101

JIS G 3106

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3444

JIS G 3466

２節  材料

 ・ 7.2.1 表7.2.1 鋼材の種類等

鋼材

JIS G 3475

(1) 仮組の実施        ※ 行わない      ・ 行う

(1) 開先の形状

(1) (ｶ) 鋼製エンドタブの切除        ※ 行わない      ・ 行う

(2) (ｴ) スカラップの形状

(1)(ｲ)(b) 超音波探傷試験　　※ 行う　　・ 行わない

節 ※ すべて

検査水準 ※ 第6水準

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

(3) すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

 ・ 7.2.9

柱底均しモルタル

(2) 無収縮モルタル　　※ 材料，調合等は，標仕7.2.9 (2) (ｱ)～(ｴ)による。

３節  工作一般

 ・ 7.3.10

４節  高力ボルト接合

 ・ 7.4.2

摩擦面の性能

及び処理

６節  溶接接合

 ・ 7.6.4

 ・ 7.6.7

 ・ 7.6.12

溶接部の試験

仮組

 ・ 7.6.3

技能資格者

付加     技量付加試験

　※ 否    ただし，溶接技能者は，溶接条件に応じた JIS Z 3801及び JIS Z 3841 の資格者であること。

　・ 要    ただし，建築鉄骨溶接技量検定の合格者，又は，同等の技量を有すると工事監理者が認めた者は

　         免除する。

溶接の準備

溶接施工

　※ 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める

　　（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

７章  鉄骨工事

１節  共通事項

 ・ 7.1.3

鉄骨製作工場

付加 

(1) ※ 標仕の表18.3.1のＡ種      ・ 標仕の表18.3.1のＢ種      ・ 塗装を行わない

(2) 耐火被覆面への錆止め塗装　　 ※ 行わない　　　・ 行う(耐火被覆の付着性を損なわない仕様とする）

８節  錆止め塗装

 ・ 7.8.4

塗料種別

９節  耐火被覆

 ・ 7.9.3

耐火被覆の

性能、品質等

１０節  工事現場施工

 ・ 7.10.3

アンカーボルト

の設置等

(2) 構造用アンカーボルト及びアンカーフレームの形状，寸法      ※ 図示による

(3) 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別            ※ Ａ種      ・ Ｂ種

(5) 柱底均しモルタル      厚さ：※ 図示による

                          種別：※ Ａ種      ・ Ｂ種

既製品柱脚の使用      ※ 有（設計図による）      ・ 無 ・ 付加

付加 耐火被覆材の使用                 ※ 有                        ・ 無

※ 所要性能及び適用箇所は建築特記による。

既製品柱脚

施行令第１２９条の２の３の事項

・　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　　ないものとすること。

□　煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　　場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、９０ｃｍ以下とすること。

□　煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを５ｃｍ以上とした鉄筋コンクリ

　　－ト造又は厚さが２５ｃｍ以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック

　　造とすること。

　　は、支持構造部又は構造物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な

　　部分に、緊結すること。

　　　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　こと。

　　　　は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　の他の震動及び衝撃緩和のための措置を講ずること。

　　（屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものは除く。以下単に「給湯設備」という。）を除く。）は、

　　するものにあっては、建設省告示第１３８９号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

　　構造耐力上安全なものとすること。

　　安全上支障のない構造とすること。　　

　　免震，配管ピット壁・柱型，ＥＬＶシャフト    ※   ０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

　　床                                          ※ １０ｍｍ      ・ １５ｍｍ     ・ （      ）ｍｍ

3

Ｇ

□　建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食または腐朽のおそれが

□　屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下「屋上水槽等」という。）

□　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備

　　□　風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする

　　□　建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　　□　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又

　　□　管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震そ

□　給湯設備は、第1の規定によるほか、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

□　法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類

□　給湯器等の転倒防止についての告示1447号を遵守すること。

　・ 防水材

上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

                    　※ 溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

  捨てコン,押えコン

Ｍ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

１, ２ ,３

 ・ 付加

その他

合成スラブ

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

規格名称等

－

－

－

　建築構造用炭素鋼鋼管

　SS400、SS490、SS540

種類の記号

　SM400、SM490、SM520

　SN400、SN490

　SNR400、SNR490

  SSC400

　STK400、STK490

　STKN400、STKN490

　STKR400、STKR490

　BCR295

　BCP235

　BCP325

0≦θ＜ 9

0≦θ＜13

0≦θ＜14

0≦θ＜11

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 8

 9≦θ

13≦θ

14≦θ

11≦θ

 5≦θ

 8≦θ

6 3

普通エコセメント 0≦θ＜ 6  6≦θ

フライアッシュセメントA種

シリカセメントA種

普通ポルトランド

セメント，高炉セ

メントＡ種, シリ    

カセメントＡ種,     

フライアッシュセ

メントＡ種

高炉セメントＢ種,

シリカセメントＢ

種, フライアッシ

ュセメントＢ種

(注) 圧縮強度を圧縮強度試験により確認する場合は、6.9.3(1)(ｲ)による工事現場における水中養生供試体

     又は封かん養生供試体の圧縮強度とする。

中庸熱ポルトラン

ドセメント, 低熱

ポルトランドセメ

ント, 高炉セメン

トＢ種, シリカセ

メントＢ種, フラ

イアッシュセメン

トＢ種

普通ポルトラ

ンドセメント

，高炉セメン    

トＡ種, シリ    

カセメントＡ

種, フライア

ッシュセメン

トＡ種

存置

期間中

の平均気温

(3) 構造体強度補正値（S）は、6  N/mm  とする。

１２節  暑中コンクリート

 ・ 6.12.2

材料及び調合

(1) 試験体の養生方法

９節  試　験　等

 ・ 6.9.3

コンクリートの

強度試験

    ・ 標準養生　　　　　　※ 工事現場における水中養生　　　　　　・ 工事現場における封かん養生

付加 

 ・ 普通ポルトランドセメント  8≦θ －0≦θ＜8 暑中期間＊

JIS G 3114
　溶接構造用耐候性

　熱間圧延鋼材
　SMA400、SMA490

付加 

付加 

(1) 呼び名等

呼び名 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

呼び長さ（mm）

 ・ 7.2.8

スタッド

  設計図による100

溶接作業を行う

    工場溶接の場合  AOQL（％）　※ 4.0 　・ 2.0

 構造体強度補正値(S) (N/mm )2
2

単位水量の上限値を守れない場合

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

  設計図による100

付加 

１２節  溶融亜鉛めっき工法

溶融亜鉛めっき処理    ※ 有（設計図による）      ・ 無  ・ 7.12.5

溶融亜鉛めっき

高力ボルト摩擦

接合

すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　※ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・ りん酸塩処理

　　　すべり耐力等の確認方法　　※ すべり耐力試験方法等　　・ 図示

(1) 摩擦面の処理

3

        切除する場合は溶接完了後10mm程度残して切除し、グラインダー仕上げとする。

JASS5による

※ 鋼材は、原則として高炉材もしくは不純物を適正に管理された電炉材を使用する。ただし、溶接を

   伴わない小梁等の材料については、一般的な電炉材の使用も可とする。

302- -



ボーリング柱状図（車寄せ庇2-1）

309

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/150 1/300

2FL(+24.20)

1FL(+18.20)GL(+18.00)

6
,
0
0
0

2
0
0

(西側車寄せ庇の地面レベル)

Bor.No.2

Bor.No.1

Bor.No.4

Bor.No.3

Bor.No.6

Bor.No.7

Bor.No.5

Bor.No.8

KBM 4 (417)
(H=+20.898m)

病院棟

別棟

密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)

4
,
7
0
0

2
,
2
5
0

基礎下端

車寄せ庇2-1

密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)

3
,
3
5
0

2
,
8
5
0

2
,
2
5
0

基礎下端

基礎下端については
地盤埋め戻し時にセメント系
固化剤を混ぜ合せる等行い、
必要地耐力：50kN/㎡（長期）
以上を確保できるように配慮
すること。



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

1階柱壁梁床伏図、R階梁床伏図（車寄せ庇2-1）

Y

X

CY2

CY3

CY1

CX1

285
柱芯

5,800

9
,
8
0
0

8
,
9
0
0

8,900

14,700

CX2 CX3

1
8
,
7
0
0

特記なき限り下記による

2.一般スラブ FS1

3.一般壁 W18

1.1FL=GL+350=24.20

4.基礎梁天端　1FL-350

 (  )内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

1階柱梁・1階梁床伏図　1/100

柱芯

柱
芯

2
8
5

柱
芯

  一般スラブ天端　1FL-350

5.フレーム内のスリットは軸組図による。

6.必要地耐力（長期）：50kN/㎡

  平板載荷試験を行い上記必要地耐力を確認すること。

  必要地耐力を確認できない場合は、地盤改良を行い必要地耐力を確保すること。

FG1

FG1

FG1

FG2

FG2

FG2

F
G
1
2

F
G
1
1

F
G
1
2

F
G
1
1

F
G
1
2

F
G
1
1

特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

2.梁天端　屋根勾配による

　（　）内数値は、RFLからの梁天端レベルを示す。

4.     は、スラブ勾配を示す。

3.一般スラブ天端　屋根勾配による

　 <  >内数値は、RFLからのスラブ天端レベルを示す。

C1 C1 C1

C1 C1 C1

C1 C1 C1

2
8
5

柱
芯

285
柱芯

Y

X

CY2

CY3

CY1

CX1

5,800

9
,
8
0
0

8
,
9
0
0

8,900

14,700

CX2 CX3

1
8
,
7
0
0

R階梁床伏図　1/100

G1

G1

G1

G2

G2

G2

G
1
2

G
1
1

G
1
2

G
1
1

G
1
3

G
1
3

B1

B1

B1

B1

B1B1

B1B1

B
1

B
1

B
1

B
1

B
1

B
1

310

2,060

C
S
1

                　1FL-100



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

軸組図（車寄せ庇2-1）

3
0
0

4
,
6
5
0

5
,
2
5
0

CY1,CY2通軸組図　1/100

G1 G2

GL
1FL

RFL

FG1 FG2

特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL-350

4.     増打コンクリートを示す。

3.     鉛直スリットを示す。

       水平スリットを示す。

C1 C1 C1

CX1

285
柱芯

5,800 8,900

14,700

CX2 CX3

柱芯
285

柱芯

3
0
0

4
,
6
5
0

CY3通軸組図　1/100

G1 G2

GL
1FL

RFL

FG1 FG2

C1 C1 C1

CX1

285
柱芯

5,800 8,900

14,700

CX2 CX3

柱芯
285

柱芯

3
0
0

4
,
6
5
0

CX1通軸組図　1/100

G11 G12

GL
1FL

RFL

FG11 FG12

C1 C1 C1

CY1

285
柱芯

9,800 8,900

18,700

CY2 CY3

柱芯
285

柱芯

3
0
0

4
,
6
5
0

CX2通軸組図　1/100

G11 G12

GL
1FL

RFL

FG11 FG12

C1 C1 C1

CY1

285
柱芯

9,800 8,900

18,700

CY2 CY3

柱芯
285

柱芯

3
0
0

4
,
6
5
0

CX3通軸組図　1/100

G13 G13

GL
1FL

RFL

FG11 FG12

C1 C1 C1

CY1

285
柱芯

9,800 8,900

18,700

CY2 CY3

柱芯
285

柱芯

311

地盤改良

2,060 2,060

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

1
2
0

3
0
0

5
,
2
5
0

3
0
0

5
,
2
5
0

3
0
0

5
,
2
5
0

3
0
0

5
,
2
5
0

3
0
0



場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

基礎梁主筋配筋要領

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

基礎梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

あばら筋

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

FG11

D
5
0

6
0

FG1

柱リスト　　1/50

符 号階 C1

大梁リスト        　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

階

R階

G1 G11

Ld Ld

Lo

大梁カットオフ長さ

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

断 面

Dx×Dy

主筋

1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

表中の数値以上とする。

750×750

-D13@100

14-D25

750

7
5
0

Ｙ方向下端通し筋

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

梁主筋配筋要領

4

5

小梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

500×800

-D13@200

2-D10

B1

B

D

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

7-D22 5-D22

7-D225-D22

端部 中央

5
2

5

5

5

Ld Ld

Lo

地中梁カットオフ長さ

厚 さ 位 置
端部 中央部

下端筋

上端筋
150

端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

S1
D10D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

床版リスト

備考

壁リスト     1/50

符 号

断 面

厚 さ

縦 筋

横 筋

開口
補強筋

縦筋

横筋

斜筋

巾止め筋　D10@1000

W18

縦筋

横筋

180

180

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13

開口補強筋要領

開口部

L1

L1

L1

L
1

下端筋

上端筋
400FS1

D16@100 同左 D16@100 同左

D16@100 同左 D16@100 同左

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

表中の数値以上とする。

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

Ｙ方向下端通し筋

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/50 1/100

部材リスト（車寄せ庇2-1）

-D13@150

8-D13

650×1,700

8-D25

11-D25

全断面

B

FG12

-D13@150

全断面

6-D25

6-D25

4-D10

650×900

G12

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

2

6

6

-D13@150

全断面

6-D25

6-D25

4-D10

650×900

6

6

7-D25

8-D25

-D13@100

中央 CY2端CY1端

6-D25

10-D25

11-D25

8-D25

4-D10

650×900

6

6

1

2

6

6

6

6

5

2

11-D25

8-D25

-D13@150

中央 CY3端CY2端

6-D25

9-D25

7-D25

7-D25

4-D10

650×900

6

6

5

2

6

6

6

6

1

1

G2

4 3

6

FG2

-D13@150

8-D13

-D13@150

8-D13

650×1,700

8-D25

10-D25

全断面

6

6

2

4

-D13@150

8-D13

650×1,700

312

下端筋

上端筋
250CS1

D13@100 同左 D10@200 同左

D10@100 同左 D10@200 同左

6
2

5

650×1,700

9-D25

11-D25

全断面

6

6
3

5

8-D25

10-D25

全断面

6

6

2

4

Ld=2,700 Ld=2,700

-D13@150

全断面

7-D25

6-D25

8-D10

650×1,530

6

6

G13

1



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

1階柱壁梁床伏図、R階梁床伏図（車寄せ庇2-2）

DY7
4
,
0
0
0

2
0
,
2
5
0

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

1
,
7
5
0

2
,
5
0
0

DY6

DY5

DY4

DY3

DY2

DY1

DX1

6,000

27,900

1階柱梁・1階梁床伏図　1/100

2,700 6,400 6,400

DX2 DX3 DX4 DX5

Y

X

特記なき限り下記による

2.一般スラブ FS1

3.一般壁 W18

1.1FL=GL+200=24.20

4.基礎梁天端　1FL-350

 (  )内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

  一般スラブ天端　1FL-350

5.フレーム内のスリットは軸組図による。

6.必要地耐力（長期）：60kN/㎡

  平板載荷試験を行い上記必要地耐力を確認すること。

  必要地耐力を確認できない場合は、地盤改良を行い必要地耐力を確保すること。
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特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

2.梁天端　屋根勾配による

　（　）内数値は、RFLからの梁天端レベルを示す。

4.     は、スラブ勾配を示す。

3.一般スラブ天端　屋根勾配による

　 <  >内数値は、RFLからのスラブ天端レベルを示す。

R階梁床伏図　1/100
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工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

軸組図（車寄せ庇2-1）

特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL-350

3.     増打コンクリートを示す。
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厚 さ 位 置
端部 中央部

下端筋

上端筋
150

端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

S1
D10D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

床版リスト

備考

下端筋

上端筋
300FS1

D16@150 同左 D16@150 同左

D16@150 同左 D16@150 同左

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/50 1/100

部材リスト（車寄せ庇2-1）

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

基礎梁主筋配筋要領

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

基礎梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

あばら筋

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

FG11

D
5
0

6
0

FG1

-D13@200

4-D13

400×1,000

6-D22

4-D22

全断面

柱リスト　　1/50

符 号階 C1

大梁リスト        　　1/50
特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

Ld Ld

Lo

大梁カットオフ長さ

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

断 面

Dx×Dy

主筋

1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

表中の数値以上とする。

500×500

-D13@100

8-D22

500

5
0
0

Ｙ方向下端通し筋

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

梁主筋配筋要領

3

3

小梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

300×600

-D10@200

2-D10

B1

B

D

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

3-D19

3-D19

全断面

3

3

Ld Ld

Lo

地中梁カットオフ長さ4

4
特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

表中の数値以上とする。

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

Ｙ方向下端通し筋

2

B

-D13@200

4-D13

400×1,000

6-D22

4-D22

全断面

4

4

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

階

R階

G1 G11

-D13@200

2-D10

全断面

4-D22

4-D22

400×700

4

4

2

-D13@200

2-D10

全断面

4-D22

4-D22
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B11

-D10@200

-

全断面

3-D19

3-D19

400×250
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CG1

-D13@200

2-D10

全断面

4-D22
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6-D19
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構造特記仕様書（１）（車寄せ庇3-1）

    試験杭の杭長は本杭と同じとする。

 ・ 4.2.2

試験杭

 ・ 4.2.3

杭の載荷試験

(1) 鉛直載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  鉛直載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

(2)(3)  試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.2.4

地盤の載荷試験

(1) 平板載荷試験　　　　　　　　　　※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（次による）

(2)    個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（２ＦＬ-　　　　　　ｍ）

　　   対象地盤（　　　　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　　ｋＮ/ｍ ）

(4) 試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.3.3

　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(2) 先端部形状　　※ 開放型　　　　・ 閉塞平たん形

(1) 杭の継手　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

(1) 杭頭処理　　　　　※ 切断しない　　　　　　　・ 切断する

ネガティブフリクション対策　　　　※ 無　　・ 有（設計図による）

 ・ 4.3.6

 ・ 4.3.8

付加 

 ・ 4.3.4

セメントミルク

工法 (6) アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

　　　　　　　　※ 杭先端深さ　支持層より　　　 １．０ｍ以上

　　　　　　　　※ 杭の高止まり　　　　　　　　 ０．５ｍ以下

(1) 根固め液の使用　　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

    杭周固定液の使用　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

 ・ 4.3.5

特定埋込杭工法 　　　　　　・ 中掘り拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　※ 使用する　    ・ 使用しない

(1) 工法　　・ プレボーリング拡大根固め工法

杭頭補強筋は，設計図による。

４節  鋼杭地業

 ・ 4.4.3

　　　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(1) 杭の継手　　　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

4.3.8 による

 ・ 4.4.5

 ・ 4.4.6

 ・ 4.4.1

付加 

５章  鉄筋工事

２節  材料

 ・ 5.2.1 異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下，丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

鉄筋の種類

規格名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ) 備　考

 ・ＳＤ２９５ 設計図による Ｄ１０～Ｄ１６
　　異形鉄筋

 ・ＳＤ３４５ 設計図による
 (鉄筋コンクリート用棒鋼）

 ・ＳＤ３９０

 ・ＳＤ４９０

　　溶接閉鎖型せん断補強筋  ・ＳＤ２９５Ａ

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・ＳＤ２９５Ｂ

　　高強度せん断補強筋  ・ＫＳＳ７８５

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・

閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく性能評価の条件を

満足するものとする。

 ・ 5.2.2 (1) 溶接金網、鉄筋格子の寸法、径      JIS G 3551

種　　類 記　号 使用箇所 呼び径・寸法・形状 備　考

　鉄骨階段踏面

　防水層保護コンクリート

　配管埋設用コンクリート
ＪＩＳ規格品

　スラブ内埋設管の集密部分

 ＳＤ２９５ 　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

　φ６-１００ｘ１００ ＷＦＰ溶接金網

鉄筋格子

３節  加工及び組立

 ・ 5.3.4

継手及び定着

(1) 継手の工法

部位など 継手工法と適用径の範囲

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
柱主筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
梁主筋

スラブ、壁筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
杭主筋

 ・ ガス圧接 　 （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

特殊な機械式継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

定着板の有無      ※ 無        ・ 有（設計図による）

 ・ 5.3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

かぶり厚さは目地底から算定する

設計図にて寸法指定個所を除き，設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

(1) コンクリートのかぶり厚さ

　　  ※ 最小かぶり厚さに１０ｍｍ加える

    耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

施工個所 最小かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

特殊な鉄筋継手のあき    ※ 設計図による。

付加 

付加 

付加 

付加 

    水平載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  水平載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

杭頭の処理等

材料

継手

一般事項

材料

継手

杭頭の処理等

５節  場所打ちコンクリート杭地業

杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※ 設計図による

(1) 鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

(2) コンクリート　　　　　　　　　※ 高炉セメント　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　Ｎ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　　　　　　　※ Ｂ種

    コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

鋼管の使用　　　　　　　　　　※ なし　　　　　　　　・ あり

 ・ 4.5.4

材料その他

(3) 超音波測定器による孔壁測定    ・ 行う              ・ 行わない

            ・ オールケーシング工法           ・ その他(                   )

 ・ 4.5.1 (2) 工法    ・ アースドリル工法               ・ リバース工法

６節  砂利，砂，捨コンクリート地業等

 ・ 4.6.2 (1) 砂利地業の材料　　　　　※ 再生クラッシャラン　　　　・ 切込み砂利及び切込み砕石

 ・ 4.6.3

砂利及び砂地業

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)

 ・ 4.6.4

捨コンクリート (2)  (1)以外の項目は６章１４節による。

置換コンクリート

コンクリートの種別　　　　　　　　　※ 普通コンクリート

※ 設計基準強度　１８Ｎ/ｍｍ   ( 構造体強度補正は行わない)

付加 

付加 

 ・ 付加

一般事項

材料

地業

地業

地盤改良地業 　・ 浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

　・ 深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

六価クロム溶出試験　　　　　　※ 行う　　　　　　　・ 行わない

 ・ 付加

本節による，直接基礎，置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層，長期許容支持力は下記による

４節  ガス圧接

 ・ 5.4.10

圧接完了後の

圧接部の試験

3062に示す判定基準にてす

超音波探傷試験の試験技術者は（公社）日本鉄筋継手協会による鉄筋継手部検査技術資格者1G種、2種あるい

は3種とする。

による。

（※ ３０本　・　　　　　　）
超音波探傷試験

べての個所が合格すること。　超音波探傷試験の抜取率

１ロットとする

２００ヵ所程度以下を 超音波探傷試験ではJIS Z

施工した圧接個所かつ こと。

同一作業班が一日に 規格強度以上」を満足する
（※ ３本　　・　　　　　　）

引張試験

が，「最大引張強さが母材
　引張試験抜取本数

引張試験では試料のすべて

及び抜取り率
判定基準ロット区分及び試料数試験方法

ロット当たりの抜取本数

圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は，前２号に準ずる抜取試験を行う。

　　準は、JIS Z 3062によるものとし、試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書

　　資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同様とする。試験方法・判定基

　　超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし，技量及び経験の証明となる

　　引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　※ 超音波探傷試験　　　　　　　・ 引張試験

(ｲ) 抜取試験の方法

検査及び試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書　ガス圧接継手工事」による。付加 

付加 

付加 

付加 

付加 

５節  機械式継手

 ・ 5.5.1

一般事項

鉄筋

溶接金網

その他配筋付加

帯筋の組立て

梁貫通孔の補強

　※ Ｈ形　　　・ ＨＭ形　　　・ Ｍ形　　　※ 既製品

・ スリーブ図に無い貫通孔が，必要な場合においても補強対象とし，本工事に含むものとする。

・ 施工者側の理由により貫通孔が追加となる場合は，増減対象とみなさない。

 ・ 付加

 ・ 付加

６章  コンクリート工事

２節  コンクリートの種類及び品質

 ・ 6.2.1

コンクリートの

種類

コンクリートの種類

コンクリート 設計基準強度 所要ｽﾗﾝﾌﾟ 単位水量の
番号 使用箇所

種　別   Ｆｃ (N/mm ) （ｃｍ） 上限値(kg/m )

１

２

３

４

５

６

(1) レディーミクストコンクリートの種別

　　※ Ⅰ類(JIS Q 1001 及び JIS Q 1011 に基づき、JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート)

(1) 普通コンクリートの気乾単位容積質量

　　※ ２．３ ｔ/ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ/ｍ

(3) 建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートの使用  ※ 無    ・ 有

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

2 3

 ・ 6.2.2

コンクリートの

強度

 ・ 6.2.4

ワーカビリティー

及びスランプ

 ・ 6.2.3

気乾単位

(2) 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別 ・ 6.2.5

構造体コンク

リートの仕上り

構造体強度

補正値の有無

建築物の構造概要

　　　■ルート３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□その他

（７）階数

（９）構造計算ルート

　　　□ルート１（　□ルート１－１　　□ルート１－２　）　　□限界耐力計算又は同等以上の構造計算

　　　□ルート２（　□ルート２－１　　□ルート２－２　）　　□時刻歴応答解析

（１０）重要度係数等の考慮の有無

１．標準仕様

図面及び特記仕様に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）」（以下，標仕という。）による。

２．特記仕様

(1) 項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

    特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

 　　　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は，共に適用する。※

(2) 各章の章，節，項の番号は，標仕の当該番号に対応する。

(3) （表　　　）（図　　　）の番号は標仕の当該表または図の番号を表す。

(4)　 　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。Ｇ

(5) 図中の「付加」は，標仕にない特記事項を示す。

４章  地業工事

２節  試験及び報告書

３節  既製コンクリート杭地業

特記仕様書の適用

７

８

９

１０

　　※ 建築特記による。

3

2

2

2

　・ Ｈ形　　　・ （スパイラル）ＳＰ形　　　・ 溶接閉鎖形

Ｄ１９～Ｄ２５

　　　■無

　　　    （□その他：　　　　                                      ）

　　　　　　・ その他　（　　　　　　　　　　　　）

（設計図による）

・長期設計支持力度は設計図による。

・支持地盤は設計図による。

工法　　工法名：（　設計図による　）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

（１）工事名称　　

（５）構造形式

（６）基礎形式

　　　地上 　 階　　　地下  　階　　 塔屋     階

（４）構造種別

（８）主要用途

工法         ・ 特定埋込杭工法    ( 　　　　　　　　 工法)

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

（２）設計年月

　　　建築場所

　※ 重ね継手 （　　              　　　）

（３）工事種別　　■新築　　□増築　　□増改築　　□改築

　　　□有（□１．５（Ⅰ類）　□１．２５（Ⅱ類）　□１．０（Ⅲ類）　）

(1) ・ 直接基礎床板下　　　※ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

    ・ 杭基礎床板下　　　　※ ６０ｍｍ

    ・ 土間スラブ下　　　　・ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

(1) 厚さ　　　　　　　　　　※ ５０ｍｍ　　　　　 ・ その他（  　　）

１５

１８

１８５

１８５

有

有Ｆｃ３０

Ｆｃ３０ 基礎・基礎梁・1階床

1階柱壁・R階梁床

(1) 試験杭の位置及び本数　　　　　※ 最初の１本　　　　　・ 設計図による

 ・ 4.5.5

アースドリル

工法、リバース

工法及びオール

ケーシング工法

   JIS G 3112

　　ガス圧接継手工事」による。

不合格の場合は，5.4.11

特殊な溶接継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

６節  溶接継手

 ・ 5.6.1

一般事項

　　・ Ⅱ類(Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート)

付加 

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)
・ 土間スラブ下　　　　(        ｍｍ)             ・ 土間コンクリート下　　　　(        ｍｍ)

公立沖縄北部医療センター新築工事 （車寄せ庇3-1）

沖縄県名護市大北１丁目１５－９他

令和７年３月

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造)

ラーメン構造

直接基礎（べた基礎）

病院

1

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１０～Ｄ１６

設計図による

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ １５ １８５ 無Ｆｃ２１ 土間コン・押えコン

    ・ 基礎梁下　　        ※ ６０ｍｍ

    ・ 土間コンクリート下　・ １５０ｍｍ　・ １００ｍｍ

3

容積質量

設計図による

設計図による

401- -

使用箇所については、最上階柱頭部柱主筋とする。

各棟１ 0.7

粘土混じりシルト層 １８０



構造特記仕様書（２）（車寄せ庇3-1）

(1) セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※ 普通ポルトランドセメント

　　・ 高炉セメントＢ種

　細骨材及び混合細骨材

　・ フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）Ｇ

　・ 銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・ 電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※ Ａ　　・ Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※ Ａ　　・ Ｂ

３節  コンクリートの材料及び調合

 ・ 6.3.1

コンクリート

の材料

(2) 骨材

Ｇ

Ｇ

(a) 混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

種　類 備　考

　・ ＡＥ剤

　・ 高性能減水剤

　・ 減水剤

　・ ＡＥ減水剤

　・ 高性能ＡＥ減水剤

　・ 流動化剤

促進型のものは原則として使用しない。

現場にて使用する流動化剤については，施工性及び品質を考慮の上，決定すること。

(b) 混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

　・ 高炉スラグ

　・ 膨張剤

(4) 混和材料

付加 

付加 

種　類 備　考

付加 

(5) ひび割れ誘発目地

　　位置　　　※ 意匠図による

　　寸法　　  ※ 標仕 〔９.７.３（１)(ア)〕 による　　　・ 設計図による

(4) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　※ ２０ｍｍ　　　・ ２５ｍｍ　　　・ １０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

    内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　仕上げの無い内壁・柱型                      ※ １０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

(ｱ) 調合管理強度は，設計基準強度Ｆｃに，下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上，かつ，品質

　　に関する規定を満たすものとする。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により，セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの

　　予想平均気温に応じて定める。

フライアッシュセメントB種

高炉セメントB種

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

高炉セメントA種

普通ポルトランドセメント

コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）セメントの種類

表6.3.2 構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

 ・ 6.3.2

コンクリート

の調合

８節  型枠

 ・ 6.8.1

付加 

(1) せき板の材料

　　※ 合板　　　　　　　　　・ 断熱材を兼用した型枠材　　　・ 鋼製型枠パネル

　　・ ラワン代替合板　　　　・ 針葉樹複合合板　　　　　　　・ その他　（　　　　　　　）

(2) 合板の厚さ

　　※ １２ｍｍ　　　・ １５ｍｍ（使用箇所：               ）

 ・ 6.8.2

型枠一般

材料

(2) せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

表6.8.2　せき板の最小存置期間

基礎、梁側、柱、壁

５　１５℃以上 ２
コンクリートの材

　　５℃以上 ３ ７
齢による場合（日）

　　０℃以上 ５ １０

施工箇所

セメントの種類

 ・ 6.8.4

型枠の存置期間

及び取外し

コンクリートの圧

縮強度による場合
　　   ー 圧縮強度が 5N/mm 以上となるまで。

2

早強ポルトラ

ンドセメント

中庸熱ポルトラ

ンドセメント，

低熱ポルトラン

ドセメント    

３ ６

５ ８

８ １２

スラブ下 梁下

２８ ２８

  片持梁，庇，長大スパンの梁，大型スラブ等の型枠を支持する支柱，または施工荷重が著しく大きい場合

  の支柱等は，存置期間の延長・２層受け等を行う事。

表6.8.3　支柱の最小存置期間

１７

２５

２８

存置

期間中

　１５℃以上
コンクリートの材

　　５℃以上
齢による場合（日）

　　０℃以上

施工箇所

の平均気温

セメントの種類

付加 

早強ポル

トランド

セメント

左記のすべての

セメント          

  ８

１２

１５

　　   ー
コンクリートの圧

縮強度による場合
監理者との協議による

付加 

　　常時土あるいは水に直接接する部分

　　※ 使用しない　　　　・ 使用する（使用箇所：                    ）

(1) 軽量コンクリートの種別

　　・ １種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

　　・ ２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

(2) 寒中コンクリートの適用期間は，（                 ）。

(2) マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・ 設計図による

　　設計図に記載がない場合でも，現場にて施工性を考慮の上，断面が大きくなるような処置を行う場合は，

　　本項に従うこととする。目安として，壁状部材で８００ｍｍ以上，マット状・柱状部材で１０００ｍｍ

　　以上を目安とする。

(1) セメントの種類　  ※表6.13.1に，適用するセメントの種類を示す。

(2) 混和剤 の種類　  ※ ＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤      ・ その他（                   ）

(5) スランプ　　      ※ １５ｃｍ　　　・     ｃｍ

(6) コンクリートの打込みから材齢２８日までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値は

　　下表による。

表6.13.1 マスコンクリートの構造体強度補正値(S)の標準値

セメントの種類 コンクリートの打込みから材齢28日までの期間の予想平均気温θの範囲（℃）

 0≦θ ・ 中庸熱ポルトランドセメント

 ・ 低熱ポルトランドセメント

 ・ 高炉セメントＢ種

 ・ フライアッシュセメントＢ種

(2) コンクリートの種類

 ※ １５ ・ １８ ※ ２５  ・ ２０

 ・ ２０        

    セメントの種類

　　※ 普通ポルトランドセメント                            ・ 高炉セメントB種　　（捨コンクリート）

    呼び強度は設計基準強度以上とする。（構造体強度補正は行わない）

　　　　混和材を使用する場合は、6.13.2 (2) (ｲ)を適用すること。

１０節  軽量コンクリート

 ・ 6.10.2

１１節  寒中コンクリート

 ・ 6.11.1

１３節  マスコンクリート

 ・ 6.13.1

 ・ 6.13.2

材料及び調合

－ － －

－

－

－

－ － 0≦θ

 0≦θ

 0≦θ

－

－

暑中期間

暑中期間

＊

＊

＊暑中期間とは，日平均気温の平年値が25℃を超える期間をいう。 

  構造体強度補正値(S) (N/mm )
2

6 3 0 6

１４節  無筋コンクリート

 ・ 6.14.1

コンクリート 設計基準強度 所要スランプ  粗骨材の最大寸法
使用箇所

 ・ 6.14.2

材料及び調合 ※ 普通コンクリート

※ 軽量コンクリート

 ※ Ｆｃ１８

 ※ Ｆｃ１８

付加 

付加 

種類及び品質

一般事項

一般事項 付加 

一般事項

種  別 Ｆｃ (N/mm )
2

（ｃｍ）

 ※ １８ ・ ２１

（ｍｍ）

・ 構造用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

・ 建方用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

(1) 高力ボルト　　　　※ トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

                    　・ JIS形高力ボルト　　　　　　　   Ｆ１０Ｔ　　２種

 ・ 7.2.2

高力ボルト

 ・ 7.2.4

アンカーボルト

適用

※ 炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

規格番号

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

JIS G 3101

JIS G 3106

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3444

JIS G 3466

２節  材料

 ・ 7.2.1 表7.2.1 鋼材の種類等

鋼材

JIS G 3475

(1) 仮組の実施        ※ 行わない      ・ 行う

(1) 開先の形状

(1) (ｶ) 鋼製エンドタブの切除        ※ 行わない      ・ 行う

(2) (ｴ) スカラップの形状

(1)(ｲ)(b) 超音波探傷試験　　※ 行う　　・ 行わない

節 ※ すべて

検査水準 ※ 第6水準

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

(3) すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

 ・ 7.2.9

柱底均しモルタル

(2) 無収縮モルタル　　※ 材料，調合等は，標仕7.2.9 (2) (ｱ)～(ｴ)による。

３節  工作一般

 ・ 7.3.10

４節  高力ボルト接合

 ・ 7.4.2

摩擦面の性能

及び処理

６節  溶接接合

 ・ 7.6.4

 ・ 7.6.7

 ・ 7.6.12

溶接部の試験

仮組

 ・ 7.6.3

技能資格者

付加     技量付加試験

　※ 否    ただし，溶接技能者は，溶接条件に応じた JIS Z 3801及び JIS Z 3841 の資格者であること。

　・ 要    ただし，建築鉄骨溶接技量検定の合格者，又は，同等の技量を有すると工事監理者が認めた者は

　         免除する。

溶接の準備

溶接施工

　※ 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める

　　（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

７章  鉄骨工事

１節  共通事項

 ・ 7.1.3

鉄骨製作工場

付加 

(1) ※ 標仕の表18.3.1のＡ種      ・ 標仕の表18.3.1のＢ種      ・ 塗装を行わない

(2) 耐火被覆面への錆止め塗装　　 ※ 行わない　　　・ 行う(耐火被覆の付着性を損なわない仕様とする）

８節  錆止め塗装

 ・ 7.8.4

塗料種別

９節  耐火被覆

 ・ 7.9.3

耐火被覆の

性能、品質等

１０節  工事現場施工

 ・ 7.10.3

アンカーボルト

の設置等

(2) 構造用アンカーボルト及びアンカーフレームの形状，寸法      ※ 図示による

(3) 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別            ※ Ａ種      ・ Ｂ種

(5) 柱底均しモルタル      厚さ：※ 図示による

                          種別：※ Ａ種      ・ Ｂ種

既製品柱脚の使用      ※ 有（設計図による）      ・ 無 ・ 付加

付加 耐火被覆材の使用                 ※ 有                        ・ 無

※ 所要性能及び適用箇所は建築特記による。

既製品柱脚

施行令第１２９条の２の３の事項

・　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　　ないものとすること。

□　煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　　場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、９０ｃｍ以下とすること。

□　煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを５ｃｍ以上とした鉄筋コンクリ

　　－ト造又は厚さが２５ｃｍ以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック

　　造とすること。

　　は、支持構造部又は構造物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な

　　部分に、緊結すること。

　　　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　こと。

　　　　は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　の他の震動及び衝撃緩和のための措置を講ずること。

　　（屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものは除く。以下単に「給湯設備」という。）を除く。）は、

　　するものにあっては、建設省告示第１３８９号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

　　構造耐力上安全なものとすること。

　　安全上支障のない構造とすること。　　

　　免震，配管ピット壁・柱型，ＥＬＶシャフト    ※   ０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

　　床                                          ※ １０ｍｍ      ・ １５ｍｍ     ・ （      ）ｍｍ

3

Ｇ

□　建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食または腐朽のおそれが

□　屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下「屋上水槽等」という。）

□　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備

　　□　風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする

　　□　建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　　□　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又

　　□　管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震そ

□　給湯設備は、第1の規定によるほか、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

□　法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類

□　給湯器等の転倒防止についての告示1447号を遵守すること。

　・ 防水材

上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

                    　※ 溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

  捨てコン,押えコン

Ｍ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

１, ２ ,３

 ・ 付加

その他

合成スラブ

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

規格名称等

－

－

－

　建築構造用炭素鋼鋼管

　SS400、SS490、SS540

種類の記号

　SM400、SM490、SM520

　SN400、SN490

　SNR400、SNR490

  SSC400

　STK400、STK490

　STKN400、STKN490

　STKR400、STKR490

　BCR295

　BCP235

　BCP325

0≦θ＜ 9

0≦θ＜13

0≦θ＜14

0≦θ＜11

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 8

 9≦θ

13≦θ

14≦θ

11≦θ

 5≦θ

 8≦θ

6 3

普通エコセメント 0≦θ＜ 6  6≦θ

フライアッシュセメントA種

シリカセメントA種

普通ポルトランド

セメント，高炉セ

メントＡ種, シリ    

カセメントＡ種,     

フライアッシュセ

メントＡ種

高炉セメントＢ種,

シリカセメントＢ

種, フライアッシ

ュセメントＢ種

(注) 圧縮強度を圧縮強度試験により確認する場合は、6.9.3(1)(ｲ)による工事現場における水中養生供試体

     又は封かん養生供試体の圧縮強度とする。

中庸熱ポルトラン

ドセメント, 低熱

ポルトランドセメ

ント, 高炉セメン

トＢ種, シリカセ

メントＢ種, フラ

イアッシュセメン

トＢ種

普通ポルトラ

ンドセメント

，高炉セメン    

トＡ種, シリ    

カセメントＡ

種, フライア

ッシュセメン

トＡ種

存置

期間中

の平均気温

(3) 構造体強度補正値（S）は、6  N/mm  とする。

１２節  暑中コンクリート

 ・ 6.12.2

材料及び調合

(1) 試験体の養生方法

９節  試　験　等

 ・ 6.9.3

コンクリートの

強度試験

    ・ 標準養生　　　　　　※ 工事現場における水中養生　　　　　　・ 工事現場における封かん養生

付加 

 ・ 普通ポルトランドセメント  8≦θ －0≦θ＜8 暑中期間＊

JIS G 3114
　溶接構造用耐候性

　熱間圧延鋼材
　SMA400、SMA490

付加 

付加 

(1) 呼び名等

呼び名 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

呼び長さ（mm）

 ・ 7.2.8

スタッド

  設計図による100

溶接作業を行う

    工場溶接の場合  AOQL（％）　※ 4.0 　・ 2.0

 構造体強度補正値(S) (N/mm )2
2

単位水量の上限値を守れない場合

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

  設計図による100

付加 

１２節  溶融亜鉛めっき工法

溶融亜鉛めっき処理    ※ 有（設計図による）      ・ 無  ・ 7.12.5

溶融亜鉛めっき

高力ボルト摩擦

接合

すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　※ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・ りん酸塩処理

　　　すべり耐力等の確認方法　　※ すべり耐力試験方法等　　・ 図示

(1) 摩擦面の処理

3

        切除する場合は溶接完了後10mm程度残して切除し、グラインダー仕上げとする。

JASS5による

※ 鋼材は、原則として高炉材もしくは不純物を適正に管理された電炉材を使用する。ただし、溶接を

   伴わない小梁等の材料については、一般的な電炉材の使用も可とする。

402- -



ボーリング柱状図（車寄せ庇3-1）

409

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/150 1/300

Bor.No.2

Bor.No.1

Bor.No.4

Bor.No.3

Bor.No.6

Bor.No.7

Bor.No.5

Bor.No.8

KBM 4 (417)
(H=+20.898m)

ボ ーリ ン グ 名 B - 1 調 査 位 置 沖 縄県 名護市 大北１ 丁目１ ５ －９（ 現 県立 農業 大学 校 用地 ） 北 緯

東 経発 注 機 関 沖 縄 県 保 健医 療 部医 療 政 策 課 調 査 期 間 令和 5年 1月 26日 ～ 5年 2月 1 7日

調 査 業 者 名
株 式 会 社 内 藤 建 築 事 務 所 九 州 事 務 所

電話 ( 0 9 2 - 4 4 1 - 6 8 3 6 )
主 任 技 師 岳 川 裕 介

現 場
代 理 人 椙 村 睦 美

コ ア

鑑 定 者
山 﨑 住 博

ボ リーング
責 任 者

宇 留 嶋 正 孝

孔 口 標 高 EL=
24.36m

角

度

180°

0°

90°
上

下

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地
盤
勾
配 90°

水平
0°鉛

直

使
用
機
種

試 錐 機 T O H O D - 1
ハン マー

落下用具
半自 動 落 下 式

エ ン ジ ン N F D1 0 - K ポ ン プ Y S 4 5 0 D X総 掘 進 長  65.00m

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

標

高

(m)

23.86

14.86

8.36

5.86

-2.64

-9.64

-13.64

-18.24

-23.14

-24.19

-30.54

-40.64

層

厚

(m)

0.50

9.00

6.50

2.50

8.50

7.00

4.00

4.60

4.90

1.05

6.35

10.10

深

度

(m)

0.50

9.50

16.00

18.50

27.00

34.00

38.00

42.60

47.50

48.55

54.90

65.00

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

粘土混じりシルト（ 埋土）
粘性土の敷き均し土。古期石灰
岩細礫を僅かに混入する。

粘土混
じりシ
ルト（
埋土）

濃茶
～褐
色

軟ら
かい

粘土混じりシルト
粘土質シルト 主体に部分的に微
細砂～細砂を少量含む。
所々に極薄層の炭化物を挟在す
る。

GL-9m付近から部分的に細砂を混
入する。

地下水位確認
掘進完了ケーシング抜管後
2/20： GL-9.30m（ EL=15.06m）

粘
土
混
じ
り
シ
ル
ト

褐
色～

明
褐
色～

褐
色

軟
ら
か
い

～

中
位

シルト 質砂
微細砂～細砂主体にシルト や粘
性土を多量に含む。
砂はクサレ状を呈する。
φ 5mm程の炭化物をまばらに混入
する。

GL-14.73～-15.45mはシルト 主体
に濃黄灰色を呈する。

シ
ル
ト
質
砂

暗
橙
色

中
位

シルト 質砂
微細砂～細砂主体にシルト 粘性
土を多量に含む。砂はややクサ
レ状を呈する。

GL-16.75～-17.65mは細砂をレン
ズ状に挟む。

17mのSPT試料には炭化物が比較
的多く混入する。

シ
ル
ト
質
砂

濃
黄
褐

中
位

シルト 質砂
微細砂～細砂主体にシルト や粘
性土を含む。
所々に薄層の炭化物を挟在する。
また、φ 2～5mmの炭化物をまば
ら含む。
採取されたコアは指圧で容易に
崩れる。

シ
ル
ト
質
砂

暗
黄
褐

中
位

砂
微細砂～細砂主体にシルトを含
む。
採取されたコアには所々に弱固
結部が認められる。

GL-27.70～-28.45mは細砂主体に
暗緑灰～明灰色を呈する。

GL-27.90～-28.45mは弱固結状を
呈する。

GL-28.55～-28.75mは細かい貝殻
砕片を混入する。

GL-29.60～-29.70mに貝殻片を混
入する。

GL-31.50～-32.45mは弱固結状を
呈する。

GL-31.60～-31.70mに貝殻片を混
入する。

砂

暗
青
灰

中
位～

密
な

礫混じり砂
砂主体に細礫を含む。
礫は黒色千枚岩、砂岩、肌色の火
成岩系の礫である。
所々に貝殻砕片を混入する。
採取されたコアは密な状態でや
や石灰質の中固結状を呈する。
ハンマの強打で崩れる。

GL-35.90m付近から細礫が減少し
砂主体となる。

礫
混
じ
り
砂

淡
黄
緑
灰

密
な

砂質礫
細礫主体に細砂～粗砂を多量に
含む。部分的に砂分が卓越する。
礫はφ 2～20mmの黒色千枚岩、砂
岩、石英、などである。
礫形は亜円～亜角、扁平礫など
である。
採取されたコアは弱固結状を呈
しハンマの弱打で容易に崩れる。

GL-39.80～-40.45mはシルト 混じ
り細砂状を呈する。

GL-42.00～-42.60m付近はシルト
混じり細砂状を呈する。

砂
質
礫

暗
黄
緑
灰

中
位～

非
常
に
密
な

シルト 混じり砂
細砂主体にシルトを少量含む。
所々に極薄層の粘土を挟む。

GL-45.73m付近に貝殻片を混入す
る。

GL-45.90m以深付近からシルト 分
を多く含み所々に極僅かに石英
細礫や黒色千枚岩細礫を混入す
る。

GL-46.85m付近に貝殻片を混入す
る。

シ
ル
ト
混
じ
り
砂

暗
灰

密
な

礫混じり砂
細砂～粗砂主体に礫を少量含む。
礫はφ 2～10mm、20mm前後、最大
礫径30mm程度の黒色千枚岩、砂
岩、石英細礫を含む。
採取されたコアは弱固結状を呈
しハンマー弱打で崩れる。

礫
混
じ
り
砂

明緑
灰～
暗緑
灰

中位
～非
常に
密な

シルト 混じり砂
均一な細砂主体にシルトを含む。
採取されたコアは弱固結状を呈
しハンマーの弱打で崩れる。

GL-53.70～-54.90m付近は暗黄褐
色を呈しシルト 分が多くなりφ 1
0mm前後の千枚岩、砂岩、肌色の
火成岩系の亜円～亜角礫を混入
し層相が変化する。下位層との
境界層である。

GL-54.60m付近にφ 30mm前後の砂
岩亜円礫が混入する。

GL-54.83m付近にφ 50mm程度の肌
色の火成岩系の片状礫を混入す
る。

シ
ル
ト
混
じ
り
砂

暗
緑
灰～

褐
灰

密
な～

非
常
に
密
な

玉石混じり砂礫
不規則に玉石や礫が密集し淘汰
されていない砂礫であり 礫間に
は微細砂～細砂が密に充填し密
着固結状を呈する。
礫はφ 5～30mmの亜円～亜角礫、
φ 30～50mmの片状、円盤状など
で珪質砂岩礫主体に所々に黒色
千枚岩礫や肌色の火成岩系の礫
である。
なお、φ 66mm掘削径よりも大き
い玉石の分布も認められる。

採取されたコアは密着固結が進
行した礫岩岩石状や掘進による
応力開放により固結部が破壊さ
れ砂礫状コアで採取される。

以下の深度では採取されたコア
において密着固結状が進行し礫
岩状（ 岩石状）を呈する。

56.30～56.90m、57.20～57.80m
58.10～58.35m、58.50～59.00m
60.55～60.75m、62.30～62.45m
調査地基盤岩上位に堆積した基
底礫層と思われる。
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病院棟

別棟

1
,
5
0
0

基礎下端

基礎下端については
地盤埋め戻し時にセメント系
固化剤を混ぜ合せる等行い、
必要地耐力：50kN/㎡（長期）
以上を確保できるように配慮
すること。

車寄せ庇3-1

5
,
0
0
0

3FL(+29.20)

(北側車寄せ庇の地面レベル)



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

1階柱壁梁床伏図、R階梁床伏図（車寄せ庇3-1）

Y

X

EY2

EY3

EY1

185
柱芯

4,000

9
,
8
0
0

5
,
5
0
0

4,000 4,000 4,000 4,000

20,000

1
5
,
3
0
0

特記なき限り下記による

2.一般スラブ FS1

3.一般壁 W18

1.1FL=GL+200=29.20

4.基礎梁天端　1FL-300

 (  )内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

1階柱梁・1階梁床伏図　1/100

柱芯 柱芯 柱芯 柱芯
185

柱芯

1
8
5

柱
芯

1
8
5

柱
芯

  一般スラブ天端　1FL-300

5.フレーム内のスリットは軸組図による。

6.必要地耐力（長期）：60kN/㎡

  平板載荷試験を行い上記必要地耐力を確認すること。

  必要地耐力を確認できない場合は、地盤改良を行い必要地耐力を確保すること。
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特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

2.梁天端　屋根勾配による

　（　）内数値は、RFLからの梁天端レベルを示す。

R階梁床伏図　1/100

3.一般スラブ天端　屋根勾配による
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工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

軸組図（車寄せ庇3-1）
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EY1通軸組図　1/100
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特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL-300

4.     増打コンクリートを示す。

3.     鉛直スリットを示す。

       水平スリットを示す。
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3
0
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,
9
0
0

3
0
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185
柱芯

1,000 1,000

W18A



場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

基礎梁主筋配筋要領

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

基礎梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

あばら筋

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

FG11

D
5
0

6
0

FG1

-D13@200

6-D13

450×1,200

4-D25

4-D25

全断面

柱リスト　　1/50

符 号階 C1

大梁リスト        　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

階

R階

G1 G11

-D13@200

全断面

Ld Ld

Lo

大梁カットオフ長さ

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

4-D25

4-D25

2-D10

断 面

Dx×Dy

主筋

1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

表中の数値以上とする。

550×550

-D13@100

8-D25

550

5
5
0

Ｙ方向下端通し筋

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

梁主筋配筋要領

3

3

450×800

4

4

小梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

350×500

-D10@200

2-D10

B1

B

D

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

3-D22

3-D22

全断面

3

3

Ld Ld

Lo

地中梁カットオフ長さ4

4

厚 さ 位 置
端部 中央部

下端筋

上端筋
150

端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

S1
D10D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

床版リスト

備考

壁リスト     1/50

符 号

断 面

厚 さ

縦 筋

横 筋

開口
補強筋

縦筋

横筋

斜筋

巾止め筋　D10@1000

W15

縦筋

横筋

150

150

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13

開口補強筋要領

開口部

L1

L1

L1

L
1

下端筋

上端筋
300FS1

D16@150 同左 D16@150 同左

D16@150 同左 D16@150 同左

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

表中の数値以上とする。

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

Ｙ方向下端通し筋

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/50 1/100

部材リスト（車寄せ庇3-1）

-D13@200

6-D13

450×1,200

6-D25

4-D25

中央EY1端 EY2端

4

4

2

B

6-D25

6-D25

4

4
2

2

6-D25

4-D25

4

4

2

FG12

-D13@200

6-D13

450×1,200

4-D25

4-D25

中央EY2端 EY3端

4

4

4-D25

4-D25

4

4

4-D25

6-D25

4

4
2

4-D25

4-D25

-D13@200

中央 EY2端EY1端

4-D25

4-D25

6-D25

4-D25

4-D10

450×900

6-D25

4-D25

-D13@200

中央 EY3端EY2端

6-D25

4-D25

4-D25

4-D25

2-D10

450×800

4

4

4

4

4

4

2
4

4

2
4

4

2
4

4

G12

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

下端筋

上端筋
180CS1

D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

412

Ld=1,900

W18

縦筋

横筋

180

180

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13

FG13

-D13@200

6-D13

450×1,200

7-D25

4-D25

中央EY1端 EY2端

4

4

3

7-D25

8-D25

4

4
4

3

7-D25

4-D25

4

4

3

FG14

-D13@200

6-D13

450×1,200

4-D25

4-D25

中央EY2端 EY3端

4

4

4-D25

4-D25

4

4

4-D25

8-D25

4

4
4

Ld=3,400 Ld=2,300

G2

-D13@200

全断面

3-D25

3-D25

2-D10

450×800

3

3

W18A

縦筋

横筋

180

180

D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13



構造特記仕様書（１）（車寄せ庇3-2）

    試験杭の杭長は本杭と同じとする。

 ・ 4.2.2

試験杭

 ・ 4.2.3

杭の載荷試験

(1) 鉛直載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  鉛直載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

(2)(3)  試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.2.4

地盤の載荷試験

(1) 平板載荷試験　　　　　　　　　　※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（次による）

(2)    個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（２ＦＬ-　　　　　　ｍ）

　　   対象地盤（　　　　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　　ｋＮ/ｍ ）

(4) 試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.3.3

　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(2) 先端部形状　　※ 開放型　　　　・ 閉塞平たん形

(1) 杭の継手　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

(1) 杭頭処理　　　　　※ 切断しない　　　　　　　・ 切断する

ネガティブフリクション対策　　　　※ 無　　・ 有（設計図による）

 ・ 4.3.6

 ・ 4.3.8

付加 

 ・ 4.3.4

セメントミルク

工法 (6) アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

　　　　　　　　※ 杭先端深さ　支持層より　　　 １．０ｍ以上

　　　　　　　　※ 杭の高止まり　　　　　　　　 ０．５ｍ以下

(1) 根固め液の使用　　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

    杭周固定液の使用　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

 ・ 4.3.5

特定埋込杭工法 　　　　　　・ 中掘り拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　※ 使用する　    ・ 使用しない

(1) 工法　　・ プレボーリング拡大根固め工法

杭頭補強筋は，設計図による。

４節  鋼杭地業

 ・ 4.4.3

　　　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(1) 杭の継手　　　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

4.3.8 による

 ・ 4.4.5

 ・ 4.4.6

 ・ 4.4.1

付加 

５章  鉄筋工事

２節  材料

 ・ 5.2.1 異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下，丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

鉄筋の種類

規格名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ) 備　考

 ・ＳＤ２９５ 設計図による Ｄ１０～Ｄ１６
　　異形鉄筋

 ・ＳＤ３４５ 設計図による
 (鉄筋コンクリート用棒鋼）

 ・ＳＤ３９０

 ・ＳＤ４９０

　　溶接閉鎖型せん断補強筋  ・ＳＤ２９５Ａ

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・ＳＤ２９５Ｂ

　　高強度せん断補強筋  ・ＫＳＳ７８５

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・

閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく性能評価の条件を

満足するものとする。

 ・ 5.2.2 (1) 溶接金網、鉄筋格子の寸法、径      JIS G 3551

種　　類 記　号 使用箇所 呼び径・寸法・形状 備　考

　鉄骨階段踏面

　防水層保護コンクリート

　配管埋設用コンクリート
ＪＩＳ規格品

　スラブ内埋設管の集密部分

 ＳＤ２９５ 　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

　φ６-１００ｘ１００ ＷＦＰ溶接金網

鉄筋格子

３節  加工及び組立

 ・ 5.3.4

継手及び定着

(1) 継手の工法

部位など 継手工法と適用径の範囲

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
柱主筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
梁主筋

スラブ、壁筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
杭主筋

 ・ ガス圧接 　 （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

特殊な機械式継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

定着板の有無      ※ 無        ・ 有（設計図による）

 ・ 5.3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

かぶり厚さは目地底から算定する

設計図にて寸法指定個所を除き，設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

(1) コンクリートのかぶり厚さ

　　  ※ 最小かぶり厚さに１０ｍｍ加える

    耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

施工個所 最小かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

特殊な鉄筋継手のあき    ※ 設計図による。

付加 

付加 

付加 

付加 

    水平載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  水平載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

杭頭の処理等

材料

継手

一般事項

材料

継手

杭頭の処理等

５節  場所打ちコンクリート杭地業

杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※ 設計図による

(1) 鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

(2) コンクリート　　　　　　　　　※ 高炉セメント　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　Ｎ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　　　　　　　※ Ｂ種

    コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

鋼管の使用　　　　　　　　　　※ なし　　　　　　　　・ あり

 ・ 4.5.4

材料その他

(3) 超音波測定器による孔壁測定    ・ 行う              ・ 行わない

            ・ オールケーシング工法           ・ その他(                   )

 ・ 4.5.1 (2) 工法    ・ アースドリル工法               ・ リバース工法

６節  砂利，砂，捨コンクリート地業等

 ・ 4.6.2 (1) 砂利地業の材料　　　　　※ 再生クラッシャラン　　　　・ 切込み砂利及び切込み砕石

 ・ 4.6.3

砂利及び砂地業

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)

 ・ 4.6.4

捨コンクリート (2)  (1)以外の項目は６章１４節による。

置換コンクリート

コンクリートの種別　　　　　　　　　※ 普通コンクリート

※ 設計基準強度　１８Ｎ/ｍｍ   ( 構造体強度補正は行わない)

付加 

付加 

 ・ 付加

一般事項

材料

地業

地業

地盤改良地業 　・ 浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

　・ 深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

六価クロム溶出試験　　　　　　※ 行う　　　　　　　・ 行わない

 ・ 付加

本節による，直接基礎，置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層，長期許容支持力は下記による

４節  ガス圧接

 ・ 5.4.10

圧接完了後の

圧接部の試験

3062に示す判定基準にてす

超音波探傷試験の試験技術者は（公社）日本鉄筋継手協会による鉄筋継手部検査技術資格者1G種、2種あるい

は3種とする。

による。

（※ ３０本　・　　　　　　）
超音波探傷試験

べての個所が合格すること。　超音波探傷試験の抜取率

１ロットとする

２００ヵ所程度以下を 超音波探傷試験ではJIS Z

施工した圧接個所かつ こと。

同一作業班が一日に 規格強度以上」を満足する
（※ ３本　　・　　　　　　）

引張試験

が，「最大引張強さが母材
　引張試験抜取本数

引張試験では試料のすべて

及び抜取り率
判定基準ロット区分及び試料数試験方法

ロット当たりの抜取本数

圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は，前２号に準ずる抜取試験を行う。

　　準は、JIS Z 3062によるものとし、試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書

　　資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同様とする。試験方法・判定基

　　超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし，技量及び経験の証明となる

　　引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　※ 超音波探傷試験　　　　　　　・ 引張試験

(ｲ) 抜取試験の方法

検査及び試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書　ガス圧接継手工事」による。付加 

付加 

付加 

付加 

付加 

５節  機械式継手

 ・ 5.5.1

一般事項

鉄筋

溶接金網

その他配筋付加

帯筋の組立て

梁貫通孔の補強

　※ Ｈ形　　　・ ＨＭ形　　　・ Ｍ形　　　※ 既製品

・ スリーブ図に無い貫通孔が，必要な場合においても補強対象とし，本工事に含むものとする。

・ 施工者側の理由により貫通孔が追加となる場合は，増減対象とみなさない。

 ・ 付加

 ・ 付加

６章  コンクリート工事

２節  コンクリートの種類及び品質

 ・ 6.2.1

コンクリートの

種類

コンクリートの種類

コンクリート 設計基準強度 所要ｽﾗﾝﾌﾟ 単位水量の
番号 使用箇所

種　別   Ｆｃ (N/mm ) （ｃｍ） 上限値(kg/m )

１

２

３

４

５

６

(1) レディーミクストコンクリートの種別

　　※ Ⅰ類(JIS Q 1001 及び JIS Q 1011 に基づき、JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート)

(1) 普通コンクリートの気乾単位容積質量

　　※ ２．３ ｔ/ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ/ｍ

(3) 建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートの使用  ※ 無    ・ 有

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

2 3

 ・ 6.2.2

コンクリートの

強度

 ・ 6.2.4

ワーカビリティー

及びスランプ

 ・ 6.2.3

気乾単位

(2) 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別 ・ 6.2.5

構造体コンク

リートの仕上り

構造体強度

補正値の有無

建築物の構造概要

　　　■ルート３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□その他

（７）階数

（９）構造計算ルート

　　　□ルート１（　□ルート１－１　　□ルート１－２　）　　□限界耐力計算又は同等以上の構造計算

　　　□ルート２（　□ルート２－１　　□ルート２－２　）　　□時刻歴応答解析

（１０）重要度係数等の考慮の有無

１．標準仕様

図面及び特記仕様に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）」（以下，標仕という。）による。

２．特記仕様

(1) 項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

    特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

 　　　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は，共に適用する。※

(2) 各章の章，節，項の番号は，標仕の当該番号に対応する。

(3) （表　　　）（図　　　）の番号は標仕の当該表または図の番号を表す。

(4)　 　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。Ｇ

(5) 図中の「付加」は，標仕にない特記事項を示す。

４章  地業工事

２節  試験及び報告書

３節  既製コンクリート杭地業

特記仕様書の適用

７

８

９

１０

　　※ 建築特記による。

3

2

2

2

　・ Ｈ形　　　・ （スパイラル）ＳＰ形　　　・ 溶接閉鎖形

Ｄ１９～Ｄ２５

　　　■無

　　　    （□その他：　　　　                                      ）

　　　　　　・ その他　（　　　　　　　　　　　　）

（設計図による）

・長期設計支持力度は設計図による。

・支持地盤は設計図による。

工法　　工法名：（　設計図による　）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

（１）工事名称　　

（５）構造形式

（６）基礎形式

　　　地上 　 階　　　地下  　階　　 塔屋     階

（４）構造種別

（８）主要用途

工法         ・ 特定埋込杭工法    ( 　　　　　　　　 工法)

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

（２）設計年月

　　　建築場所

　※ 重ね継手 （　　              　　　）

（３）工事種別　　■新築　　□増築　　□増改築　　□改築

　　　□有（□１．５（Ⅰ類）　□１．２５（Ⅱ類）　□１．０（Ⅲ類）　）

(1) ・ 直接基礎床板下　　　※ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

    ・ 杭基礎床板下　　　　※ ６０ｍｍ

    ・ 土間スラブ下　　　　・ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

(1) 厚さ　　　　　　　　　　※ ５０ｍｍ　　　　　 ・ その他（  　　）

１５

１８

１８５

１８５

有

有Ｆｃ３０

Ｆｃ３０ 基礎・基礎梁・1階床

1階柱壁・R階梁床

(1) 試験杭の位置及び本数　　　　　※ 最初の１本　　　　　・ 設計図による

 ・ 4.5.5

アースドリル

工法、リバース

工法及びオール

ケーシング工法

   JIS G 3112

　　ガス圧接継手工事」による。

不合格の場合は，5.4.11

特殊な溶接継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

６節  溶接継手

 ・ 5.6.1

一般事項

　　・ Ⅱ類(Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート)

付加 

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)
・ 土間スラブ下　　　　(        ｍｍ)             ・ 土間コンクリート下　　　　(        ｍｍ)

公立沖縄北部医療センター新築工事 （車寄せ庇3-2）

沖縄県名護市大北１丁目１５－９他

令和７年３月

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造)

ラーメン構造

直接基礎（べた基礎）

病院

1

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１０～Ｄ１６

設計図による

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ １５ １８５ 無Ｆｃ２１ 土間コン・押えコン

    ・ 基礎梁下　　        ※ ６０ｍｍ

    ・ 土間コンクリート下　・ １５０ｍｍ　・ １００ｍｍ

3

容積質量

設計図による

設計図による

501- -

使用箇所については、最上階柱頭部柱主筋とする。

各棟１ 0.7

粘土混じりシルト層 １８０



構造特記仕様書（２）（車寄せ庇3-2）

(1) セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※ 普通ポルトランドセメント

　　・ 高炉セメントＢ種

　細骨材及び混合細骨材

　・ フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）Ｇ

　・ 銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・ 電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※ Ａ　　・ Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※ Ａ　　・ Ｂ

３節  コンクリートの材料及び調合

 ・ 6.3.1

コンクリート

の材料

(2) 骨材

Ｇ

Ｇ

(a) 混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

種　類 備　考

　・ ＡＥ剤

　・ 高性能減水剤

　・ 減水剤

　・ ＡＥ減水剤

　・ 高性能ＡＥ減水剤

　・ 流動化剤

促進型のものは原則として使用しない。

現場にて使用する流動化剤については，施工性及び品質を考慮の上，決定すること。

(b) 混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

　・ 高炉スラグ

　・ 膨張剤

(4) 混和材料

付加 

付加 

種　類 備　考

付加 

(5) ひび割れ誘発目地

　　位置　　　※ 意匠図による

　　寸法　　  ※ 標仕 〔９.７.３（１)(ア)〕 による　　　・ 設計図による

(4) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　※ ２０ｍｍ　　　・ ２５ｍｍ　　　・ １０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

    内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　仕上げの無い内壁・柱型                      ※ １０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

(ｱ) 調合管理強度は，設計基準強度Ｆｃに，下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上，かつ，品質

　　に関する規定を満たすものとする。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により，セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの

　　予想平均気温に応じて定める。

フライアッシュセメントB種

高炉セメントB種

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

高炉セメントA種

普通ポルトランドセメント

コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）セメントの種類

表6.3.2 構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

 ・ 6.3.2

コンクリート

の調合

８節  型枠

 ・ 6.8.1

付加 

(1) せき板の材料

　　※ 合板　　　　　　　　　・ 断熱材を兼用した型枠材　　　・ 鋼製型枠パネル

　　・ ラワン代替合板　　　　・ 針葉樹複合合板　　　　　　　・ その他　（　　　　　　　）

(2) 合板の厚さ

　　※ １２ｍｍ　　　・ １５ｍｍ（使用箇所：               ）

 ・ 6.8.2

型枠一般

材料

(2) せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

表6.8.2　せき板の最小存置期間

基礎、梁側、柱、壁

５　１５℃以上 ２
コンクリートの材

　　５℃以上 ３ ７
齢による場合（日）

　　０℃以上 ５ １０

施工箇所

セメントの種類

 ・ 6.8.4

型枠の存置期間

及び取外し

コンクリートの圧

縮強度による場合
　　   ー 圧縮強度が 5N/mm 以上となるまで。

2

早強ポルトラ

ンドセメント

中庸熱ポルトラ

ンドセメント，

低熱ポルトラン

ドセメント    

３ ６

５ ８

８ １２

スラブ下 梁下

２８ ２８

  片持梁，庇，長大スパンの梁，大型スラブ等の型枠を支持する支柱，または施工荷重が著しく大きい場合

  の支柱等は，存置期間の延長・２層受け等を行う事。

表6.8.3　支柱の最小存置期間

１７

２５

２８

存置

期間中

　１５℃以上
コンクリートの材

　　５℃以上
齢による場合（日）

　　０℃以上

施工箇所

の平均気温

セメントの種類

付加 

早強ポル

トランド

セメント

左記のすべての

セメント          

  ８

１２

１５

　　   ー
コンクリートの圧

縮強度による場合
監理者との協議による

付加 

　　常時土あるいは水に直接接する部分

　　※ 使用しない　　　　・ 使用する（使用箇所：                    ）

(1) 軽量コンクリートの種別

　　・ １種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

　　・ ２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

(2) 寒中コンクリートの適用期間は，（                 ）。

(2) マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・ 設計図による

　　設計図に記載がない場合でも，現場にて施工性を考慮の上，断面が大きくなるような処置を行う場合は，

　　本項に従うこととする。目安として，壁状部材で８００ｍｍ以上，マット状・柱状部材で１０００ｍｍ

　　以上を目安とする。

(1) セメントの種類　  ※表6.13.1に，適用するセメントの種類を示す。

(2) 混和剤 の種類　  ※ ＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤      ・ その他（                   ）

(5) スランプ　　      ※ １５ｃｍ　　　・     ｃｍ

(6) コンクリートの打込みから材齢２８日までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値は

　　下表による。

表6.13.1 マスコンクリートの構造体強度補正値(S)の標準値

セメントの種類 コンクリートの打込みから材齢28日までの期間の予想平均気温θの範囲（℃）

 0≦θ ・ 中庸熱ポルトランドセメント

 ・ 低熱ポルトランドセメント

 ・ 高炉セメントＢ種

 ・ フライアッシュセメントＢ種

(2) コンクリートの種類

 ※ １５ ・ １８ ※ ２５  ・ ２０

 ・ ２０        

    セメントの種類

　　※ 普通ポルトランドセメント                            ・ 高炉セメントB種　　（捨コンクリート）

    呼び強度は設計基準強度以上とする。（構造体強度補正は行わない）

　　　　混和材を使用する場合は、6.13.2 (2) (ｲ)を適用すること。

１０節  軽量コンクリート

 ・ 6.10.2

１１節  寒中コンクリート

 ・ 6.11.1

１３節  マスコンクリート

 ・ 6.13.1

 ・ 6.13.2

材料及び調合

－ － －

－

－

－

－ － 0≦θ

 0≦θ

 0≦θ

－

－

暑中期間

暑中期間

＊

＊

＊暑中期間とは，日平均気温の平年値が25℃を超える期間をいう。 

  構造体強度補正値(S) (N/mm )
2

6 3 0 6

１４節  無筋コンクリート

 ・ 6.14.1

コンクリート 設計基準強度 所要スランプ  粗骨材の最大寸法
使用箇所

 ・ 6.14.2

材料及び調合 ※ 普通コンクリート

※ 軽量コンクリート

 ※ Ｆｃ１８

 ※ Ｆｃ１８

付加 

付加 

種類及び品質

一般事項

一般事項 付加 

一般事項

種  別 Ｆｃ (N/mm )
2

（ｃｍ）

 ※ １８ ・ ２１

（ｍｍ）

・ 構造用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

・ 建方用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

(1) 高力ボルト　　　　※ トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

                    　・ JIS形高力ボルト　　　　　　　   Ｆ１０Ｔ　　２種

 ・ 7.2.2

高力ボルト

 ・ 7.2.4

アンカーボルト

適用

※ 炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

規格番号

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

JIS G 3101

JIS G 3106

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3444

JIS G 3466

２節  材料

 ・ 7.2.1 表7.2.1 鋼材の種類等

鋼材

JIS G 3475

(1) 仮組の実施        ※ 行わない      ・ 行う

(1) 開先の形状

(1) (ｶ) 鋼製エンドタブの切除        ※ 行わない      ・ 行う

(2) (ｴ) スカラップの形状

(1)(ｲ)(b) 超音波探傷試験　　※ 行う　　・ 行わない

節 ※ すべて

検査水準 ※ 第6水準

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

(3) すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

 ・ 7.2.9

柱底均しモルタル

(2) 無収縮モルタル　　※ 材料，調合等は，標仕7.2.9 (2) (ｱ)～(ｴ)による。

３節  工作一般

 ・ 7.3.10

４節  高力ボルト接合

 ・ 7.4.2

摩擦面の性能

及び処理

６節  溶接接合

 ・ 7.6.4

 ・ 7.6.7

 ・ 7.6.12

溶接部の試験

仮組

 ・ 7.6.3

技能資格者

付加     技量付加試験

　※ 否    ただし，溶接技能者は，溶接条件に応じた JIS Z 3801及び JIS Z 3841 の資格者であること。

　・ 要    ただし，建築鉄骨溶接技量検定の合格者，又は，同等の技量を有すると工事監理者が認めた者は

　         免除する。

溶接の準備

溶接施工

　※ 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める

　　（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

７章  鉄骨工事

１節  共通事項

 ・ 7.1.3

鉄骨製作工場

付加 

(1) ※ 標仕の表18.3.1のＡ種      ・ 標仕の表18.3.1のＢ種      ・ 塗装を行わない

(2) 耐火被覆面への錆止め塗装　　 ※ 行わない　　　・ 行う(耐火被覆の付着性を損なわない仕様とする）

８節  錆止め塗装

 ・ 7.8.4

塗料種別

９節  耐火被覆

 ・ 7.9.3

耐火被覆の

性能、品質等

１０節  工事現場施工

 ・ 7.10.3

アンカーボルト

の設置等

(2) 構造用アンカーボルト及びアンカーフレームの形状，寸法      ※ 図示による

(3) 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別            ※ Ａ種      ・ Ｂ種

(5) 柱底均しモルタル      厚さ：※ 図示による

                          種別：※ Ａ種      ・ Ｂ種

既製品柱脚の使用      ※ 有（設計図による）      ・ 無 ・ 付加

付加 耐火被覆材の使用                 ※ 有                        ・ 無

※ 所要性能及び適用箇所は建築特記による。

既製品柱脚

施行令第１２９条の２の３の事項

・　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　　ないものとすること。

□　煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　　場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、９０ｃｍ以下とすること。

□　煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを５ｃｍ以上とした鉄筋コンクリ

　　－ト造又は厚さが２５ｃｍ以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック

　　造とすること。

　　は、支持構造部又は構造物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な

　　部分に、緊結すること。

　　　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　こと。

　　　　は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　の他の震動及び衝撃緩和のための措置を講ずること。

　　（屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものは除く。以下単に「給湯設備」という。）を除く。）は、

　　するものにあっては、建設省告示第１３８９号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

　　構造耐力上安全なものとすること。

　　安全上支障のない構造とすること。　　

　　免震，配管ピット壁・柱型，ＥＬＶシャフト    ※   ０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

　　床                                          ※ １０ｍｍ      ・ １５ｍｍ     ・ （      ）ｍｍ
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Ｇ

□　建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食または腐朽のおそれが

□　屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下「屋上水槽等」という。）

□　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備

　　□　風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする

　　□　建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　　□　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又

　　□　管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震そ

□　給湯設備は、第1の規定によるほか、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

□　法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類

□　給湯器等の転倒防止についての告示1447号を遵守すること。

　・ 防水材

上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

                    　※ 溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

  捨てコン,押えコン

Ｍ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

１, ２ ,３

 ・ 付加

その他

合成スラブ

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

規格名称等

－

－

－

　建築構造用炭素鋼鋼管

　SS400、SS490、SS540

種類の記号

　SM400、SM490、SM520

　SN400、SN490

　SNR400、SNR490

  SSC400

　STK400、STK490

　STKN400、STKN490

　STKR400、STKR490

　BCR295

　BCP235

　BCP325

0≦θ＜ 9

0≦θ＜13

0≦θ＜14

0≦θ＜11

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 8

 9≦θ

13≦θ

14≦θ

11≦θ

 5≦θ

 8≦θ

6 3

普通エコセメント 0≦θ＜ 6  6≦θ

フライアッシュセメントA種

シリカセメントA種

普通ポルトランド

セメント，高炉セ

メントＡ種, シリ    

カセメントＡ種,     

フライアッシュセ

メントＡ種

高炉セメントＢ種,

シリカセメントＢ

種, フライアッシ

ュセメントＢ種

(注) 圧縮強度を圧縮強度試験により確認する場合は、6.9.3(1)(ｲ)による工事現場における水中養生供試体

     又は封かん養生供試体の圧縮強度とする。

中庸熱ポルトラン

ドセメント, 低熱

ポルトランドセメ

ント, 高炉セメン

トＢ種, シリカセ

メントＢ種, フラ

イアッシュセメン

トＢ種

普通ポルトラ

ンドセメント

，高炉セメン    

トＡ種, シリ    

カセメントＡ

種, フライア

ッシュセメン

トＡ種

存置

期間中

の平均気温

(3) 構造体強度補正値（S）は、6  N/mm  とする。

１２節  暑中コンクリート

 ・ 6.12.2

材料及び調合

(1) 試験体の養生方法

９節  試　験　等

 ・ 6.9.3

コンクリートの

強度試験

    ・ 標準養生　　　　　　※ 工事現場における水中養生　　　　　　・ 工事現場における封かん養生

付加 

 ・ 普通ポルトランドセメント  8≦θ －0≦θ＜8 暑中期間＊

JIS G 3114
　溶接構造用耐候性

　熱間圧延鋼材
　SMA400、SMA490

付加 

付加 

(1) 呼び名等

呼び名 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

呼び長さ（mm）

 ・ 7.2.8

スタッド

  設計図による100

溶接作業を行う

    工場溶接の場合  AOQL（％）　※ 4.0 　・ 2.0

 構造体強度補正値(S) (N/mm )2
2

単位水量の上限値を守れない場合

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

  設計図による100

付加 

１２節  溶融亜鉛めっき工法

溶融亜鉛めっき処理    ※ 有（設計図による）      ・ 無  ・ 7.12.5

溶融亜鉛めっき

高力ボルト摩擦

接合

すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　※ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・ りん酸塩処理

　　　すべり耐力等の確認方法　　※ すべり耐力試験方法等　　・ 図示

(1) 摩擦面の処理

3

        切除する場合は溶接完了後10mm程度残して切除し、グラインダー仕上げとする。

JASS5による

※ 鋼材は、原則として高炉材もしくは不純物を適正に管理された電炉材を使用する。ただし、溶接を

   伴わない小梁等の材料については、一般的な電炉材の使用も可とする。

502- -



ボーリング柱状図（車寄せ庇3-2）

509

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/150 1/300

Bor.No.2

Bor.No.1

Bor.No.4

Bor.No.3

Bor.No.6

Bor.No.7

Bor.No.5

Bor.No.8

KBM 4 (417)
(H=+20.898m)

ボ ーリ ン グ 名 B - 1 調 査 位 置 沖 縄県 名護市 大北１ 丁目１ ５ －９（ 現 県立 農業 大学 校 用地 ） 北 緯

東 経発 注 機 関 沖 縄 県 保 健医 療 部医 療 政 策 課 調 査 期 間 令和 5年 1月 26日 ～ 5年 2月 1 7日

調 査 業 者 名
株 式 会 社 内 藤 建 築 事 務 所 九 州 事 務 所

電話 ( 0 9 2 - 4 4 1 - 6 8 3 6 )
主 任 技 師 岳 川 裕 介

現 場
代 理 人 椙 村 睦 美

コ ア

鑑 定 者
山 﨑 住 博

ボ リーング
責 任 者

宇 留 嶋 正 孝

孔 口 標 高 EL=
24.36m

角

度

180°

0°

90°
上

下

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地
盤
勾
配 90°

水平
0°鉛

直

使
用
機
種

試 錐 機 T O H O D - 1
ハン マー

落下用具
半自 動 落 下 式

エ ン ジ ン N F D1 0 - K ポ ン プ Y S 4 5 0 D X総 掘 進 長  65.00m

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

標

高

(m)

23.86

14.86

8.36

5.86

-2.64

-9.64

-13.64

-18.24

-23.14

-24.19

-30.54

-40.64

層

厚

(m)

0.50

9.00

6.50

2.50

8.50

7.00

4.00

4.60

4.90

1.05

6.35

10.10

深

度

(m)

0.50

9.50

16.00

18.50

27.00

34.00

38.00

42.60

47.50

48.55

54.90

65.00

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

粘土混じりシルト（ 埋土）
粘性土の敷き均し土。古期石灰
岩細礫を僅かに混入する。

粘土混
じりシ
ルト（
埋土）

濃茶
～褐
色

軟ら
かい

粘土混じりシルト
粘土質シルト 主体に部分的に微
細砂～細砂を少量含む。
所々に極薄層の炭化物を挟在す
る。

GL-9m付近から部分的に細砂を混
入する。

地下水位確認
掘進完了ケーシング抜管後
2/20： GL-9.30m（ EL=15.06m）

粘
土
混
じ
り
シ
ル
ト

褐
色～

明
褐
色～

褐
色

軟
ら
か
い

～

中
位

シルト 質砂
微細砂～細砂主体にシルト や粘
性土を多量に含む。
砂はクサレ状を呈する。
φ 5mm程の炭化物をまばらに混入
する。

GL-14.73～-15.45mはシルト 主体
に濃黄灰色を呈する。

シ
ル
ト
質
砂

暗
橙
色

中
位

シルト 質砂
微細砂～細砂主体にシルト 粘性
土を多量に含む。砂はややクサ
レ状を呈する。

GL-16.75～-17.65mは細砂をレン
ズ状に挟む。

17mのSPT試料には炭化物が比較
的多く混入する。

シ
ル
ト
質
砂

濃
黄
褐

中
位

シルト 質砂
微細砂～細砂主体にシルト や粘
性土を含む。
所々に薄層の炭化物を挟在する。
また、φ 2～5mmの炭化物をまば
ら 含む。
採取されたコアは指圧で容易に
崩れる。

シ
ル
ト
質
砂

暗
黄
褐

中
位

砂
微細砂～細砂主体にシルトを含
む。
採取されたコアには所々に弱固
結部が認められる。

GL-27.70～-28.45mは細砂主体に
暗緑灰～明灰色を呈する。

GL-27.90～-28.45mは弱固結状を
呈する。

GL-28.55～-28.75mは細かい貝殻
砕片を混入する。

GL-29.60～-29.70mに貝殻片を混
入する。

GL-31.50～-32.45mは弱固結状を
呈する。

GL-31.60～-31.70mに貝殻片を混
入する。

砂

暗
青
灰

中
位～

密
な

礫混じり砂
砂主体に細礫を含む。
礫は黒色千枚岩、砂岩、肌色の火
成岩系の礫である。
所々に貝殻砕片を混入する。
採取されたコアは密な状態でや
や石灰質の中固結状を呈する。
ハンマの強打で崩れる。

GL-35.90m付近から細礫が減少し
砂主体となる。

礫
混
じ
り
砂

淡
黄
緑
灰

密
な

砂質礫
細礫主体に細砂～粗砂を多量に
含む。部分的に砂分が卓越する。
礫はφ 2～20mmの黒色千枚岩、砂
岩、石英、などである。
礫形は亜円～亜角、扁平礫など
である。
採取されたコアは弱固結状を呈
しハンマの弱打で容易に崩れる。

GL-39.80～-40.45mはシルト 混じ
り 細砂状を呈する。

GL-42.00～-42.60m付近はシルト
混じり細砂状を呈する。

砂
質
礫

暗
黄
緑
灰

中
位～

非
常
に
密
な

シルト 混じり砂
細砂主体にシルトを少量含む。
所々に極薄層の粘土を挟む。

GL-45.73m付近に貝殻片を混入す
る。

GL-45.90m以深付近からシルト 分
を多く含み所々に極僅かに石英
細礫や黒色千枚岩細礫を混入す
る。

GL-46.85m付近に貝殻片を混入す
る。

シ
ル
ト
混
じ
り
砂

暗
灰

密
な

礫混じり砂
細砂～粗砂主体に礫を少量含む。
礫はφ 2～10mm、20mm前後、最大
礫径30mm程度の黒色千枚岩、砂
岩、石英細礫を含む。
採取されたコアは弱固結状を呈
しハンマー弱打で崩れる。

礫
混
じ
り
砂

明緑
灰～
暗緑
灰

中位
～非
常に
密な

シルト 混じり砂
均一な細砂主体にシルトを含む。
採取されたコアは弱固結状を呈
しハンマーの弱打で崩れる。

GL-53.70～-54.90m付近は暗黄褐
色を呈しシルト 分が多くなりφ 1
0mm前後の千枚岩、砂岩、肌色の
火成岩系の亜円～亜角礫を混入
し層相が変化する。下位層との
境界層である。

GL-54.60m付近にφ 30mm前後の砂
岩亜円礫が混入する。

GL-54.83m付近にφ 50mm程度の肌
色の火成岩系の片状礫を混入す
る。

シ
ル
ト
混
じ
り
砂

暗
緑
灰～

褐
灰

密
な～

非
常
に
密
な

玉石混じり砂礫
不規則に玉石や礫が密集し淘汰
されていない砂礫であり礫間に
は微細砂～細砂が密に充填し密
着固結状を呈する。
礫はφ 5～30mmの亜円～亜角礫、
φ 30～50mmの片状、円盤状など
で珪質砂岩礫主体に所々に黒色
千枚岩礫や肌色の火成岩系の礫
である。
なお、φ 66mm掘削径よりも大き
い玉石の分布も認められる。

採取されたコアは密着固結が進
行した礫岩岩石状や掘進による
応力開放により固結部が破壊さ
れ砂礫状コアで採取される。

以下の深度では採取されたコア
において密着固結状が進行し礫
岩状（ 岩石状）を呈する。

56.30～56.90m、57.20～57.80m
58.10～58.35m、58.50～59.00m
60.55～60.75m、62.30～62.45m
調査地基盤岩上位に堆積した基
底礫層と思われる。

玉
石
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じ
り
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暗
緑
褐

非
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に
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な
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世

更
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世
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内
水
位

(m)
／
測
定
月
日

9.30
2/20

9.39
2/16

9.60
2/6

9.67
2/7
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9.84
1/31

10.14
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10.20
2/2

10.40
2/15
10.45
2/3

10.73
2/17

11.00
2/14

11.17
2/8

11.78
2/13
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深

度

(m)
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1.45

2.15

2.45

3.15

3.45

4.15

4.45

5.15

5.45

6.15

6.45

7.15

7.45

8.15

8.45

9.15

9.45

10.15

10.45

11.15

11.45

12.15

12.45

13.15

13.45

14.15

14.45

15.15

15.45

16.15

16.45

17.15

17.45

18.15

18.45

19.15

19.45

20.15

20.45

21.15

21.45

22.15

22.45

23.15

23.45

24.15

24.45

25.15

25.45

26.15

26.45

27.15

27.45

28.15

28.45

29.15

29.45

30.15

30.45

31.15

31.45

32.15

32.45

33.15

33.45

34.15

34.45

35.15

35.45

36.15

36.45

37.15

37.45

38.15

38.45

39.15

39.32

40.15

40.45

41.10

41.30

42.15

42.41

43.15

43.45

44.15

44.45

45.15

45.45

46.15

46.45

47.15

47.45

48.10

48.24

49.15

49.45

50.15

50.45

51.05

51.25

52.15

52.45

53.15

53.45

54.15

54.45

55.05

55.12

56.05

56.15

57.10

57.19

58.05

58.10

59.10

59.17

60.15

60.23

61.10

61.16

62.15

62.27

63.05

63.12

64.05

64.10

65.10
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度

(m)
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密度・
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密度・
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ふるい
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・沈降

掘

進

月

日

1
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1
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1
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2
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2
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2
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2FL(+24.20) 1
6
0

1FL(+18.20)GL(+18.00)

6
,
0
0
0

2
0
0

病院棟

別棟

1
,
5
0
0

基礎下端

基礎下端については
地盤埋め戻し時にセメント系
固化剤を混ぜ合せる等行い、
必要地耐力：50kN/㎡（長期）
以上を確保できるように配慮
すること。

車寄せ庇3-2

3FL(+29.20)

(北側車寄せ庇の地面レベル)

5
,
0
0
0



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

1階柱壁梁床伏図、R階梁床伏図（車寄せ庇3-2）

Y

X

FY1

FX1

185
柱芯

7,000

5
,
0
0
0

15,300

1
5
,
5
0
0

特記なき限り下記による

2.一般スラブ FS1

3.一般壁 W18

1.1FL=GL+200=29.20

4.基礎梁天端　1FL-300

 (  )内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

1階柱梁・1階梁床伏図　1/100

185
柱芯

1
8
5

柱
芯

1
8
5

柱
芯

柱
芯

  一般スラブ天端　1FL-300

5.フレーム内のスリットは軸組図による。

6.必要地耐力（長期）：60kN/㎡

  平板載荷試験を行い上記必要地耐力を確認すること。

  必要地耐力を確認できない場合は、地盤改良を行い必要地耐力を確保すること。

FG1

FG1

FG1 FG1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

2.梁天端　屋根勾配による

　（　）内数値は、RFLからの梁天端レベルを示す。

3.一般スラブ天端　屋根勾配による

C1 C1

C1 C1

C1 C1 C1

3
,
3
0
0

4
,
2
0
0

3
,
0
0
0

FY2

FY3

FY4

FY5

柱
芯

柱
芯

8,300

FX2 FX3

FG1 FG1C1 C1 C1
F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

FG1 FG1C1 C1 C1

Y

X

7,000

5
,
0
0
0

15,300

1
5
,
5
0
0

R階梁床伏図　1/100

G1
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G2 G2

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

3
,
3
0
0

4
,
2
0
0

3
,
0
0
0

8,300

G1 G1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G1 G1

B
1

B
1

B
1

B
1

B
1

B
1

CS1

510

FY1

FX1

FY2

FY3

FY4

FY5

FX2 FX3

185
柱芯

                　1FL-100

2
,
2
0
0

W15

W15

W15



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

軸組図（車寄せ庇3-2）

特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL-300

4.     増打コンクリートを示す。

3.     鉛直スリットを示す。

       水平スリットを示す。
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場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

基礎梁主筋配筋要領

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

基礎梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

あばら筋

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

FG11

D
5
0

6
0

FG1

-D13@200

6-D13

450×1,200

6-D25

6-D25

全断面

柱リスト　　1/50

符 号階 C1

大梁リスト        　　1/50
特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

Ld Ld

Lo

大梁カットオフ長さ

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

断 面

Dx×Dy

主筋

1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

表中の数値以上とする。

550×550

-D13@100

8-D25

550

5
5
0

Ｙ方向下端通し筋

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

梁主筋配筋要領

3

3

小梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

300×600

-D10@200

2-D10

B1

B

D

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

3-D19

3-D19

全断面

3

3

Ld Ld

Lo

地中梁カットオフ長さ4

4
2

厚 さ 位 置
端部 中央部

下端筋

上端筋
150

端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

S1
D10D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

床版リスト

備考

壁リスト     1/50

符 号

断 面

厚 さ

縦 筋

横 筋

開口
補強筋

縦筋

横筋

斜筋

巾止め筋　D10@1000

W15

縦筋

横筋

150

150

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13

開口補強筋要領

開口部

L1

L1

L1

L
1

下端筋

上端筋
300FS1

D16@150 同左 D16@150 同左

D16@150 同左 D16@150 同左

特記なき限りカットオフ長さ（Ld）は Lo/4+15dかつ

表中の数値以上とする。

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

Ｙ方向下端通し筋

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要
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設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地
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内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体
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登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/50 1/100

部材リスト（車寄せ庇3-2）

2

B

-D13@200

6-D13

450×1,200

4-D25

4-D25

全断面

4

4

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

階

R階

G1 G11

-D13@200

全断面

6-D22

5-D22

2-D10

450×800

4

4

-D13@200

2-D10

2

1

全断面

4-D22

4-D22

450×700

4

4

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

下端筋

上端筋
250CS1

D13@100 同左 D10@200 同左

D10@100 同左 D10@200 同左

512

G2

-D13@100

全断面

7-D22

5-D22

※4-D22

500×800

5

5

2

W18

縦筋

横筋

180

180

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13

・※付の腹筋は、接続する柱にL2定着とする。



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

3
,
3
0
0

特記なき限り下記による

2.一般壁　W18

4.基礎梁天端　1FL±0

1.1FL=GL+200

FG1

F
G
1
1

基礎伏図　　　1/100

特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL±0

HX2

HY1

HY2

HX1

3.一般スラブ天端　1FL±0

4,300

FG1

使用材料

鉄筋　　　　　SD295 D10～D16

基礎下端については平板載荷試験を行い、必要地耐力を

コンクリート　Fc24N/mm   S=15

必要地耐力　　50kN/m

2

2

確保できない場合は地盤改良を行う事。

FS1

F
G
1
1

5.    スラブの主筋方向を示す

  (  )内数値は1FLからの梁天端を示す。

3.     ：増打ちコンクリートを示す

伏図・軸組図（オイルポンプ室）

　　　　　　　SD345 D19～D25

701

3
,
3
0
0

HX2

HY1

HY2

HX1

4,300

S1

特記なき限り下記による

屋根伏図　　　1/100

3.    スラブの主筋方向を示す

1.梁天端は屋根勾配による

2.    ：スラブ勾配を示し、

  <  >内数値はRFLからのスラブ天端レベルを示す

HX2HX1

4,300

GL
1FL

3
,
2
0
0

2
0
0

RFL

FG1

HY1通軸組図　　　1/100

HX2HX1

4,300

GL
1FL

3
,
2
0
0

2
0
0

RFL

FG1

HY2通軸組図　　　1/100

6
0
0

4
,
0
0
0

6
0
0

4
,
0
0
0



壁リスト     1/50

符 号

断 面

厚 さ

縦 筋

横 筋

開口
補強筋

縦筋

横筋

斜筋

W18 開口補強筋要領

巾止め筋　D10@1000

縦筋

横筋

180

180

D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D16

1-D13

開口部

L1

L1

L1

L
1

厚 さ 位 置
端部 中央部 端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

床版リスト

備考

梁リスト　　1/50
特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

FG1

450×800

4-D22

4-D22

2-D13

全断面

-D13@200

小庇配筋要領図     1/30

L型隅角部補助筋

L1

壁配筋要領図     1/50

a) L型交差部の縦・横筋の配置

4-D13以上

L1

T型交差部補助筋

L2

b) T型交差部の縦・横筋の配置

4-D13以上

L2

B

D
5
0

1
5
0

2-D13

D10@200

L
2

L
2

1-D13

下端筋

上端筋
150S1

D10D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

W×L

H

べた基礎

1-D13

1-D13

D10@200

設備基礎配筋要領図     1/30

1,000

1
5
0

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

下端筋

上端筋
300FS1

D16@150 同左 同左

同左 同左

土間ｺﾝ t=50

砕 石 t=150

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

D16@150

D16@150

D16@150

FG11

450×800

4-D22

4-D22

2-D13

全断面

-D13@200

4

4

4

4

部材リスト（オイルポンプ室）

702

D10@200

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

L
2

H

180

パラペット配筋要領図    1/30

RFL

※H寸法は意匠図による。



構造特記仕様書（１）（ろ過機械室）

    試験杭の杭長は本杭と同じとする。

 ・ 4.2.2

試験杭

 ・ 4.2.3

杭の載荷試験

(1) 鉛直載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  鉛直載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

(2)(3)  試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.2.4

地盤の載荷試験

(1) 平板載荷試験　　　　　　　　　　※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（次による）

(2)    個所数（　　　　ヵ所）　　　　　　　試験深さ（ＧＬ-　　　　　　ｍ）

　　   対象地盤（　　　　　　　　）　　　　最大載荷荷重（　　　　　　ｋＮ/ｍ ）

(4) 試験位置・試験方法及び報告書の記載事項は設計図による。

 ・ 4.3.3

　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(2) 先端部形状　　※ 開放型　　　　・ 閉塞平たん形

(1) 杭の継手　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

(1) 杭頭処理　　　　　※ 切断しない　　　　　　　・ 切断する

ネガティブフリクション対策　　　　※ 無　　・ 有（設計図による）

 ・ 4.3.6

 ・ 4.3.8

付加 

 ・ 4.3.4

セメントミルク

工法 (6) アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　　　　１．５ｍ　程度

　　　　　　　　※ 杭先端深さ　支持層より　　　 １．０ｍ以上

　　　　　　　　※ 杭の高止まり　　　　　　　　 ０．５ｍ以下

(1) 根固め液の使用　　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

    杭周固定液の使用　　　　　　　※ あり　　　　　　　・ なし

 ・ 4.3.5

特定埋込杭工法 　　　　　　・ 中掘り拡大根固め工法

　　杭周固定液　　　※ 使用する　    ・ 使用しない

(1) 工法　　・ プレボーリング拡大根固め工法

杭頭補強筋は，設計図による。

４節  鋼杭地業

 ・ 4.4.3

　　　　　　　　　　　・ 溶接継手

(1) 杭径・杭長・種別・長期許容支持力　　　　　　　※ 設計図による

(1) 杭の継手　　　　　・ 建築基準法に基づく指定機関において性能評定を受けた無溶接継手

4.3.8 による

 ・ 4.4.5

 ・ 4.4.6

 ・ 4.4.1

付加 

５章  鉄筋工事

２節  材料

 ・ 5.2.1 異形鉄筋ＳＤはＤ３８以下，丸鋼ＳＲ２３５及びＳＲ２９５は１３ｍｍ以下に適用する。

鉄筋の種類

規格名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（ｍｍ) 備　考

 ・ＳＤ２９５ 設計図による Ｄ１０～Ｄ１６
　　異形鉄筋

 ・ＳＤ３４５ 設計図による
 (鉄筋コンクリート用棒鋼）

 ・ＳＤ３９０

 ・ＳＤ４９０

　　溶接閉鎖型せん断補強筋  ・ＳＤ２９５Ａ

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・ＳＤ２９５Ｂ

　　高強度せん断補強筋  ・ＫＳＳ７８５

 (大臣認定品または性能評価取得品)  ・

閉鎖型補強筋及び高強度せん断補強筋は材料の品質・加工方法ともに建築基準法に基づく性能評価の条件を

満足するものとする。

 ・ 5.2.2 (1) 溶接金網、鉄筋格子の寸法、径      JIS G 3551

種　　類 記　号 使用箇所 呼び径・寸法・形状 備　考

　鉄骨階段踏面

　防水層保護コンクリート

　配管埋設用コンクリート
ＪＩＳ規格品

　スラブ内埋設管の集密部分

 ＳＤ２９５ 　壁・スラブ開口補強 　Ｄ１０、Ｄ１３

　φ６-１００ｘ１００ ＷＦＰ溶接金網

鉄筋格子

３節  加工及び組立

 ・ 5.3.4

継手及び定着

(1) 継手の工法

部位など 継手工法と適用径の範囲

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
柱主筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
梁主筋

スラブ、壁筋

　※ 重ね継手 （　　　　  　      　　　）
杭主筋

 ・ ガス圧接 　 （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

  ・ 溶接継手 （　　　　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

 ・ 機械式継手  （　　　　　　　　　）

特殊な機械式継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

定着板の有無      ※ 無        ・ 有（設計図による）

 ・ 5.3.5

鉄筋のかぶり

厚さ及び間隔

かぶり厚さは目地底から算定する

設計図にて寸法指定個所を除き，設計図に示す鉄筋本数を等間隔に割り付ける。

(1) コンクリートのかぶり厚さ

　　  ※ 最小かぶり厚さに１０ｍｍ加える

    耐久性上不利な個所のかぶり厚は次による。

施工個所 最小かぶり厚さに加える寸法 （ ｍｍ )

外気に接する打放し面 ※　１０

特殊な鉄筋継手のあき    ※ 設計図による。

付加 

付加 

付加 

付加 

    水平載荷試験　　　　　　　　  ※ 行わない　　　　　　　　・ 行う　（ 次による）

　  水平載荷試験：  杭径（　　　　φ）　　個所数（　　　ヵ所）　　最大載荷荷重 （　　　　　ｋＮ ）

杭頭の処理等

材料

継手

一般事項

材料

継手

杭頭の処理等

５節  場所打ちコンクリート杭地業

杭径・杭長・長期許容支持力　　　　　　　　　　※ 設計図による

(1) 鉄筋　　　　　　　　　　　　　５章による

(2) コンクリート　　　　　　　　　※ 高炉セメント　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　設計基準強度　　　　　Ｎ/ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種　　　　　　　　※ Ｂ種

    コンクリートの強度補正　　　　設計基準強度を満足させるよう定める

鋼管の使用　　　　　　　　　　※ なし　　　　　　　　・ あり

 ・ 4.5.4

材料その他

(3) 超音波測定器による孔壁測定    ・ 行う              ・ 行わない

            ・ オールケーシング工法           ・ その他(                   )

 ・ 4.5.1 (2) 工法    ・ アースドリル工法               ・ リバース工法

６節  砂利，砂，捨コンクリート地業等

 ・ 4.6.2 (1) 砂利地業の材料　　　　　※ 再生クラッシャラン　　　　・ 切込み砂利及び切込み砕石

 ・ 4.6.3

砂利及び砂地業

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)

 ・ 4.6.4

捨コンクリート (2)  (1)以外の項目は６章１４節による。

置換コンクリート

コンクリートの種別　　　　　　　　　※ 普通コンクリート

※ 設計基準強度　１８Ｎ/ｍｍ   ( 構造体強度補正は行わない)

付加 

付加 

 ・ 付加

一般事項

材料

地業

地業

地盤改良地業 　・ 浅層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

　・ 深層混合処理工法　　　　　　　適用範囲，仕様及び計測，試験は設計図による

六価クロム溶出試験　　　　　　※ 行う　　　　　　　・ 行わない

 ・ 付加

本節による，直接基礎，置換コンクリート地業及び地盤改良地業の支持層，長期許容支持力は下記による

４節  ガス圧接

 ・ 5.4.10

圧接完了後の

圧接部の試験

3062に示す判定基準にてす

超音波探傷試験の試験技術者は（公社）日本鉄筋継手協会による鉄筋継手部検査技術資格者1G種、2種あるい

は3種とする。

による。

（※ ３０本　・　　　　　　）
超音波探傷試験

べての個所が合格すること。　超音波探傷試験の抜取率

１ロットとする

２００ヵ所程度以下を 超音波探傷試験ではJIS Z

施工した圧接個所かつ こと。

同一作業班が一日に 規格強度以上」を満足する
（※ ３本　　・　　　　　　）

引張試験

が，「最大引張強さが母材
　引張試験抜取本数

引張試験では試料のすべて

及び抜取り率
判定基準ロット区分及び試料数試験方法

ロット当たりの抜取本数

圧接完了後の試験の抜取率及び判定基準

継手が溶接その他の特殊な工法による場合の試験は，前２号に準ずる抜取試験を行う。

　　準は、JIS Z 3062によるものとし、試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書

　　資料により監理者の承諾をうける。超音波試験の検査ロットは引張試験と同様とする。試験方法・判定基

　　超音波探傷試験の試験従事者は当該工事のガス圧接作業に従事しない者とし，技量及び経験の証明となる

　　引張試験の試験機関は原則として公的試験所とする。

　　※ 超音波探傷試験　　　　　　　・ 引張試験

(ｲ) 抜取試験の方法

検査及び試験の要領は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書　ガス圧接継手工事」による。付加 

付加 

付加 

付加 

付加 

５節  機械式継手

 ・ 5.5.1

一般事項

鉄筋

溶接金網

その他配筋付加

帯筋の組立て

梁貫通孔の補強

　※ Ｈ形　　　・ ＨＭ形　　　・ Ｍ形　　　※ 既製品

・ スリーブ図に無い貫通孔が，必要な場合においても補強対象とし，本工事に含むものとする。

・ 施工者側の理由により貫通孔が追加となる場合は，増減対象とみなさない。

 ・ 付加

 ・ 付加

６章  コンクリート工事

２節  コンクリートの種類及び品質

 ・ 6.2.1

コンクリートの

種類

コンクリートの種類

コンクリート 設計基準強度 所要ｽﾗﾝﾌﾟ 単位水量の
番号 使用箇所

種　別   Ｆｃ (N/mm ) （ｃｍ） 上限値(kg/m )

１

２

３

４

５

６

(1) レディーミクストコンクリートの種別

　　※ Ⅰ類(JIS Q 1001 及び JIS Q 1011 に基づき、JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート)

(1) 普通コンクリートの気乾単位容積質量

　　※ ２．３ ｔ/ｍ　　　　・ （　　　　　　） ｔ/ｍ

(3) 建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートの使用  ※ 無    ・ 有

特殊な要求性能 適用範囲 措　置

2 3

 ・ 6.2.2

コンクリートの

強度

 ・ 6.2.4

ワーカビリティー

及びスランプ

 ・ 6.2.3

気乾単位

(2) 合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別 ・ 6.2.5

構造体コンク

リートの仕上り

構造体強度

補正値の有無

建築物の構造概要

　　　□ルート３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■その他

（７）階数

（９）構造計算ルート

　　　□ルート１（　□ルート１－１　　□ルート１－２　）　　□限界耐力計算又は同等以上の構造計算

　　　□ルート２（　□ルート２－１　　□ルート２－２　）　　□時刻歴応答解析

（１０）重要度係数等の考慮の有無

１．標準仕様

図面及び特記仕様に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和４年版）」（以下，標仕という。）による。

２．特記仕様

(1) 項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

    特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

 　　　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　　印の付いた場合は，共に適用する。※

(2) 各章の章，節，項の番号は，標仕の当該番号に対応する。

(3) （表　　　）（図　　　）の番号は標仕の当該表または図の番号を表す。

(4)　 　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」の特定調達品目を示す。Ｇ

(5) 図中の「付加」は，標仕にない特記事項を示す。

４章  地業工事

２節  試験及び報告書

３節  既製コンクリート杭地業

特記仕様書の適用

７

８

９

１０

　　※ 建築特記による。

3

2

2

2

　・ Ｈ形　　　・ （スパイラル）ＳＰ形　　　・ 溶接閉鎖形

Ｄ１９～Ｄ２５

　　　■無

　　　    （□その他：　　　　                                      ）

　　　　　　・ その他　（　　　　　　　　　　　　）

（設計図による）

・長期設計支持力度は設計図による。

・支持地盤は設計図による。

工法　　工法名：（　設計図による　）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ

（１）工事名称　　

（５）構造形式

（６）基礎形式

　　　地上 　 階　　　地下  　階　　 塔屋     階

（４）構造種別

（８）主要用途

工法         ・ 特定埋込杭工法    ( 　　　　　　　　 工法)

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

 ※ ガス圧接　　（　　　　　　　　　）

（２）設計年月

　　　建築場所

　※ 重ね継手 （　　              　　　）

（３）工事種別　　■新築　　□増築　　□増改築　　□改築

　　　□有（□１．５（Ⅰ類）　□１．２５（Ⅱ類）　□１．０（Ⅲ類）　）

(1) ・ 直接基礎床板下　　　※ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

    ・ 杭基礎床板下　　　　※ ６０ｍｍ

    ・ 土間スラブ下　　　　・ ６０ｍｍ　　・ １００ｍｍ　   ・ １５０ｍｍ

(1) 厚さ　　　　　　　　　　※ ５０ｍｍ　　　　　 ・ その他（  　　）

１５

１８

１８５

１８５

有

有Ｆｃ２４

Ｆｃ２４ 基礎梁・地下1階床柱壁

1階床柱壁・R階梁床

(1) 試験杭の位置及び本数　　　　　※ 最初の１本　　　　　・ 設計図による

 ・ 4.5.5

アースドリル

工法、リバース

工法及びオール

ケーシング工法

   JIS G 3112

　　ガス圧接継手工事」による。

不合格の場合は，5.4.11

特殊な溶接継手の使用については，設計図にない場合は監理者に相談の上，設計者の了解を得ること。

告示１４６３号に示す（※ Ａ級　・　　　　　　　　　）工法：（　　　　　　　　　　　　　　　）

６節  溶接継手

 ・ 5.6.1

一般事項

　　・ Ⅱ類(Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート)

付加 

注)「土間スラブ」は，土に接する構造スラブのことをいう。

注)
・ 土間スラブ下　　　　(        ｍｍ)             ・ 土間コンクリート下　　　　(        ｍｍ)

公立沖縄北部医療センター新築工事 （ろ過機械室）     

沖縄県名護市大北１丁目１５－９他

令和６年９月

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造)

ラーメン構造

直接基礎（べた基礎）

病院

1

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１９～Ｄ２５

Ｄ１０～Ｄ１６

設計図による

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ １５ １８５ 無Ｆｃ２１ 土間コン・押えコン

    ・ 基礎梁下　　        ※ ６０ｍｍ

    ・ 土間コンクリート下　・ １５０ｍｍ　・ １００ｍｍ

3

容積質量

設計図による

設計図による

711- -

使用箇所については、最上階柱頭部柱主筋とする。

１ ５．８

シルト質細砂層 ３００

1



構造特記仕様書（２）（ろ過機械室）

(1) セメントの種類

種　類 使用箇所（コンクリート番号）

　　※ 普通ポルトランドセメント

　　・ 高炉セメントＢ種

　細骨材及び混合細骨材

　・ フェロニッケルスラグ細骨材　　　使用部位（　　　　　　　　　　）Ｇ

　・ 銅スラグ細骨材　　　　　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　・ 電気炉酸化スラグ細骨材　　　　　使用部位（　　　　　　　　　　）

　砂利及び砂のアルカリシリカ反応性による区分　　　※ Ａ　　・ Ｂ

　砕石及び砕砂のアルカリシリカ反応性による区分　　※ Ａ　　・ Ｂ

３節  コンクリートの材料及び調合

 ・ 6.3.1

コンクリート

の材料

(2) 骨材

Ｇ

Ｇ

(a) 混和剤の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

種　類 備　考

　・ ＡＥ剤

　・ 高性能減水剤

　・ 減水剤

　・ ＡＥ減水剤

　・ 高性能ＡＥ減水剤

　・ 流動化剤

促進型のものは原則として使用しない。

現場にて使用する流動化剤については，施工性及び品質を考慮の上，決定すること。

(b) 混和材の種類及び適用（下記のものを使用可とする）

　・ 高炉スラグ

　・ 膨張剤

(4) 混和材料

付加 

付加 

種　類 備　考

付加 

(5) ひび割れ誘発目地

　　位置　　　※ 意匠図による

　　寸法　　  ※ 標仕 〔９.７.３（１)(ア)〕 による　　　・ 設計図による

(4) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　※ ２０ｍｍ　　　・ ２５ｍｍ　　　・ １０ｍｍ　　　・　　　　ｍｍ

    内部に面するコンクリート打放し仕上げの場合の打増し厚さ

　　仕上げの無い内壁・柱型                      ※ １０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

(ｱ) 調合管理強度は，設計基準強度Ｆｃに，下表に示す構造体強度補正値（Ｓ）を加えた値以上，かつ，品質

　　に関する規定を満たすものとする。

　　構造体強度補正値（Ｓ）は下表により，セメントの種類及びコンクリートの打ち込みから材齢28日までの

　　予想平均気温に応じて定める。

フライアッシュセメントB種

高炉セメントB種

低熱ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

高炉セメントA種

普通ポルトランドセメント

コンクリートの打ち込みから材齢28日までの予想平均気温θの範囲（℃）セメントの種類

表6.3.2 構造体強度補正値（Ｓ）の標準値

 ・ 6.3.2

コンクリート

の調合

８節  型枠

 ・ 6.8.1

付加 

(1) せき板の材料

　　※ 合板　　　　　　　　　・ 断熱材を兼用した型枠材　　　・ 鋼製型枠パネル

　　・ ラワン代替合板　　　　・ 針葉樹複合合板　　　　　　　・ その他　（　　　　　　　）

(2) 合板の厚さ

　　※ １２ｍｍ　　　・ １５ｍｍ（使用箇所：               ）

 ・ 6.8.2

型枠一般

材料

(2) せき板及び支柱の最小存置期間は下表による。

表6.8.2　せき板の最小存置期間

基礎、梁側、柱、壁

５　１５℃以上 ２
コンクリートの材

　　５℃以上 ３ ７
齢による場合（日）

　　０℃以上 ５ １０

施工箇所

セメントの種類

 ・ 6.8.4

型枠の存置期間

及び取外し

コンクリートの圧

縮強度による場合
　　   ー 圧縮強度が 5N/mm 以上となるまで。

2

早強ポルトラ

ンドセメント

中庸熱ポルトラ

ンドセメント，

低熱ポルトラン

ドセメント    

３ ６

５ ８

８ １２

スラブ下 梁下

２８ ２８

  片持梁，庇，長大スパンの梁，大型スラブ等の型枠を支持する支柱，または施工荷重が著しく大きい場合

  の支柱等は，存置期間の延長・２層受け等を行う事。

表6.8.3　支柱の最小存置期間

１７

２５

２８

存置

期間中

　１５℃以上
コンクリートの材

　　５℃以上
齢による場合（日）

　　０℃以上

施工箇所

の平均気温

セメントの種類

付加 

早強ポル

トランド

セメント

左記のすべての

セメント          

  ８

１２

１５

　　   ー
コンクリートの圧

縮強度による場合
監理者との協議による

付加 

　　常時土あるいは水に直接接する部分

　　※ 使用しない　　　　・ 使用する（使用箇所：                    ）

(1) 軽量コンクリートの種別

　　・ １種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

　　・ ２種　　　　気乾単位容積質量　　　（　　　　　　　　）　ｔ/ｍ

(2) 寒中コンクリートの適用期間は，（                 ）。

(2) マスコンクリートの適用場所　　　　　　　・ 設計図による

　　設計図に記載がない場合でも，現場にて施工性を考慮の上，断面が大きくなるような処置を行う場合は，

　　本項に従うこととする。目安として，壁状部材で８００ｍｍ以上，マット状・柱状部材で１０００ｍｍ

　　以上を目安とする。

(1) セメントの種類　  ※表6.13.1に，適用するセメントの種類を示す。

(2) 混和剤 の種類　  ※ ＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤      ・ その他（                   ）

(5) スランプ　　      ※ １５ｃｍ　　　・     ｃｍ

(6) コンクリートの打込みから材齢２８日までの期間の予想平均養生温度によるコンクリート強度の補正値は

　　下表による。

表6.13.1 マスコンクリートの構造体強度補正値(S)の標準値

セメントの種類 コンクリートの打込みから材齢28日までの期間の予想平均気温θの範囲（℃）

 0≦θ ・ 中庸熱ポルトランドセメント

 ・ 低熱ポルトランドセメント

 ・ 高炉セメントＢ種

 ・ フライアッシュセメントＢ種

(2) コンクリートの種類

 ※ １５ ・ １８ ※ ２５  ・ ２０

 ・ ２０        

    セメントの種類

　　※ 普通ポルトランドセメント                            ・ 高炉セメントB種　　（捨コンクリート）

    呼び強度は設計基準強度以上とする。（構造体強度補正は行わない）

　　　　混和材を使用する場合は、6.13.2 (2) (ｲ)を適用すること。

１０節  軽量コンクリート

 ・ 6.10.2

１１節  寒中コンクリート

 ・ 6.11.1

１３節  マスコンクリート

 ・ 6.13.1

 ・ 6.13.2

材料及び調合

－ － －

－

－

－

－ － 0≦θ

 0≦θ

 0≦θ

－

－

暑中期間

暑中期間

＊

＊

＊暑中期間とは，日平均気温の平年値が25℃を超える期間をいう。 

  構造体強度補正値(S) (N/mm )
2

6 3 0 6

１４節  無筋コンクリート

 ・ 6.14.1

コンクリート 設計基準強度 所要スランプ  粗骨材の最大寸法
使用箇所

 ・ 6.14.2

材料及び調合 ※ 普通コンクリート

※ 軽量コンクリート

 ※ Ｆｃ１８

 ※ Ｆｃ１８

付加 

付加 

種類及び品質

一般事項

一般事項 付加 

一般事項

種  別 Ｆｃ (N/mm )
2

（ｃｍ）

 ※ １８ ・ ２１

（ｍｍ）

・ 構造用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

・ 建方用アンカーボルト　（ ※ 種類は図示による ）

(1) 高力ボルト　　　　※ トルシア形高力ボルト　　　　　　Ｓ１０Ｔ(国土交通大臣認定）

                    　・ JIS形高力ボルト　　　　　　　   Ｆ１０Ｔ　　２種

 ・ 7.2.2

高力ボルト

 ・ 7.2.4

アンカーボルト

適用

※ 炭素当量などによる鋼材の区分は特記による。

規格番号

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

国土交通大臣認定

JIS G 3101

JIS G 3106

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3444

JIS G 3466

２節  材料

 ・ 7.2.1 表7.2.1 鋼材の種類等

鋼材

JIS G 3475

(1) 仮組の実施        ※ 行わない      ・ 行う

(1) 開先の形状

(1) (ｶ) 鋼製エンドタブの切除        ※ 行わない      ・ 行う

(2) (ｴ) スカラップの形状

(1)(ｲ)(b) 超音波探傷試験　　※ 行う　　・ 行わない

節 ※ すべて

検査水準 ※ 第6水準

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　※ 鉄骨構造標準図による        　　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

(3) すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

 ・ 7.2.9

柱底均しモルタル

(2) 無収縮モルタル　　※ 材料，調合等は，標仕7.2.9 (2) (ｱ)～(ｴ)による。

３節  工作一般

 ・ 7.3.10

４節  高力ボルト接合

 ・ 7.4.2

摩擦面の性能

及び処理

６節  溶接接合

 ・ 7.6.4

 ・ 7.6.7

 ・ 7.6.12

溶接部の試験

仮組

 ・ 7.6.3

技能資格者

付加     技量付加試験

　※ 否    ただし，溶接技能者は，溶接条件に応じた JIS Z 3801及び JIS Z 3841 の資格者であること。

　・ 要    ただし，建築鉄骨溶接技量検定の合格者，又は，同等の技量を有すると工事監理者が認めた者は

　         免除する。

溶接の準備

溶接施工

　※ 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

　　（株）日本鉄骨評価センター又は（社）全国鐵構工業協会の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める

　　（　　）グレードとして国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

７章  鉄骨工事

１節  共通事項

 ・ 7.1.3

鉄骨製作工場

付加 

(1) ※ 標仕の表18.3.1のＡ種      ・ 標仕の表18.3.1のＢ種      ・ 塗装を行わない

(2) 耐火被覆面への錆止め塗装　　 ※ 行わない　　　・ 行う(耐火被覆の付着性を損なわない仕様とする）

８節  錆止め塗装

 ・ 7.8.4

塗料種別

９節  耐火被覆

 ・ 7.9.3

耐火被覆の

性能、品質等

１０節  工事現場施工

 ・ 7.10.3

アンカーボルト

の設置等

(2) 構造用アンカーボルト及びアンカーフレームの形状，寸法      ※ 図示による

(3) 建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別            ※ Ａ種      ・ Ｂ種

(5) 柱底均しモルタル      厚さ：※ 図示による

                          種別：※ Ａ種      ・ Ｂ種

既製品柱脚の使用      ※ 有（設計図による）      ・ 無 ・ 付加

付加 耐火被覆材の使用                 ※ 有                        ・ 無

※ 所要性能及び適用箇所は建築特記による。

既製品柱脚

施行令第１２９条の２の３の事項

・　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　　ないものとすること。

□　煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　　場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、９０ｃｍ以下とすること。

□　煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを５ｃｍ以上とした鉄筋コンクリ

　　－ト造又は厚さが２５ｃｍ以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック

　　造とすること。

　　は、支持構造部又は構造物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な

　　部分に、緊結すること。

　　　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　こと。

　　　　は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　　　　の他の震動及び衝撃緩和のための措置を講ずること。

　　（屋上水槽等のうち給湯設備に該当するものは除く。以下単に「給湯設備」という。）を除く。）は、

　　するものにあっては、建設省告示第１３８９号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

　　構造耐力上安全なものとすること。

　　安全上支障のない構造とすること。　　

　　免震，配管ピット壁・柱型，ＥＬＶシャフト    ※   ０ｍｍ      ・ （      ）ｍｍ

　　床                                          ※ １０ｍｍ      ・ １５ｍｍ     ・ （      ）ｍｍ

3

Ｇ

□　建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食または腐朽のおそれが

□　屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下「屋上水槽等」という。）

□　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備

　　□　風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする

　　□　建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　　□　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又

　　□　管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震そ

□　給湯設備は、第1の規定によるほか、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

□　法第２０条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに類

□　給湯器等の転倒防止についての告示1447号を遵守すること。

　・ 防水材

上記の混和材を用いる場合には、品質及び供給の安定性を確認すること。

                    　※ 溶融亜鉛めっき高力ボルト　　　　Ｆ８Ｔ　　　１種

  捨てコン,押えコン

Ｍ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

１, ２ ,３

 ・ 付加

その他

合成スラブ

　一般構造用圧延鋼材

　溶接構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延鋼材

　建築構造用圧延棒鋼

　一般構造用軽量形鋼

　一般構造用炭素鋼鋼管

　一般構造用角形鋼管

規格名称等

－

－

－

　建築構造用炭素鋼鋼管

　SS400、SS490、SS540

種類の記号

　SM400、SM490、SM520

　SN400、SN490

　SNR400、SNR490

  SSC400

　STK400、STK490

　STKN400、STKN490

　STKR400、STKR490

　BCR295

　BCP235

　BCP325

0≦θ＜ 9

0≦θ＜13

0≦θ＜14

0≦θ＜11

0≦θ＜ 5

0≦θ＜ 8

 9≦θ

13≦θ

14≦θ

11≦θ

 5≦θ

 8≦θ

6 3

普通エコセメント 0≦θ＜ 6  6≦θ

フライアッシュセメントA種

シリカセメントA種

普通ポルトランド

セメント，高炉セ

メントＡ種, シリ    

カセメントＡ種,     

フライアッシュセ

メントＡ種

高炉セメントＢ種,

シリカセメントＢ

種, フライアッシ

ュセメントＢ種

(注) 圧縮強度を圧縮強度試験により確認する場合は、6.9.3(1)(ｲ)による工事現場における水中養生供試体

     又は封かん養生供試体の圧縮強度とする。

中庸熱ポルトラン

ドセメント, 低熱

ポルトランドセメ

ント, 高炉セメン

トＢ種, シリカセ

メントＢ種, フラ

イアッシュセメン

トＢ種

普通ポルトラ

ンドセメント

，高炉セメン    

トＡ種, シリ    

カセメントＡ

種, フライア

ッシュセメン

トＡ種

存置

期間中

の平均気温

(3) 構造体強度補正値（S）は、6  N/mm  とする。

１２節  暑中コンクリート

 ・ 6.12.2

材料及び調合

(1) 試験体の養生方法

９節  試　験　等

 ・ 6.9.3

コンクリートの

強度試験

    ・ 標準養生　　　　　　※ 工事現場における水中養生　　　　　　・ 工事現場における封かん養生

付加 

 ・ 普通ポルトランドセメント  8≦θ －0≦θ＜8 暑中期間＊

JIS G 3114
　溶接構造用耐候性

　熱間圧延鋼材
　SMA400、SMA490

付加 

付加 

(1) 呼び名等

呼び名 適用箇所

・ 16

・ 19

・ 22

呼び長さ（mm）

 ・ 7.2.8

スタッド

  設計図による100

溶接作業を行う

    工場溶接の場合  AOQL（％）　※ 4.0 　・ 2.0

 構造体強度補正値(S) (N/mm )2
2

単位水量の上限値を守れない場合

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

  設計図による100

付加 

１２節  溶融亜鉛めっき工法

溶融亜鉛めっき処理    ※ 有（設計図による）      ・ 無  ・ 7.12.5

溶融亜鉛めっき

高力ボルト摩擦

接合

すべり係数試験

　※ 行わない　　　　　　　　　　　・ 行う（試験方法等：　　　　　　　　　　　　）

　※ ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

　・ りん酸塩処理

　　　すべり耐力等の確認方法　　※ すべり耐力試験方法等　　・ 図示

(1) 摩擦面の処理

3

        切除する場合は溶接完了後10mm程度残して切除し、グラインダー仕上げとする。

JASS5による

※ 鋼材は、原則として高炉材もしくは不純物を適正に管理された電炉材を使用する。ただし、溶接を

   伴わない小梁等の材料については、一般的な電炉材の使用も可とする。

712- -



ボーリング柱状図（ろ過機械室）

719

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/150 1/300

Bor.No.2

Bor.No.1

Bor.No.4

Bor.No.3

Bor.No.6

Bor.No.7

Bor.No.5

Bor.No.8

KBM 4 (417)
(H=+20.898m)

病院棟

別棟

2FL(+24.20)

1FL(+18.20)GL(+18.00)

6
,
0
0
0

2
0
0

密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)
密度、含水
比、 粒度(沈
降)

5
,
6
0
0

基礎下端

3FL(+29.20)

5
,
0
0
0

3
0
0

ろ過機械室のGLレベル



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

1階柱壁梁床伏図、R階梁床伏図(ろ過機械室)

Y

X

IY2

IY1

1
0
,
0
0
0

7,000

30,000

IX1 IX2

特記なき限り下記による

2.一般スラブ FS1

3.一般壁 FW40

1.1FL=GL+200

4.基礎梁天端　1FL-4,200

 (  )内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

B1階柱梁・B1階梁床伏図　1/100

  一般スラブ天端　1FL-4,200

5.フレーム内のスリットは軸組図による。

5.必要地耐力（長期）：100kN/㎡

  平板載荷試験を行い上記必要地耐力を確認すること。

  必要地耐力を確認できない場合は、地盤改良を行い必要地耐力を確保すること。

FG1

F
G
1
1

F
G
1
2

特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

4.梁天端　1FL±0

　（　）内数値は、1FLからの梁天端レベルを示す。

C2

8,000

IX3

FG1 C1

柱芯

柱
芯

IX4 IX5

7,0008,000

C2

C2

C2

F
G
1
1

C1

C1

C1

C1

C1

F
G
1
2

F
G
1
2

FG1 FG1

FG1 FG1 FG1 FG1

Y

X

1
0
,
0
0
0

7,000

30,000

1階柱梁・1階梁床伏図　1/100

G1

G
1
1

8,000

C1

7,0008,000

C1

C1

C1

C1

C1G1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G1

G1

G1

G1

G1

G1

B1

B1

B1

B1

B1

B1

B1

B1

特記なき限り下記による

1.一般スラブ S1

2.梁天端　屋根勾配による

　（　）内数値は、RFLからの梁天端レベルを示す。

4.     は、スラブ勾配を示す。

3.一般スラブ天端　屋根勾配による

　 <  >内数値は、RFLからのスラブ天端レベルを示す。

2.一般スラブ天端　1FL±0

3.一般壁 W18

410
柱芯

410
柱芯

260
柱芯

260
柱芯

2
6
0

柱
芯

2
6
0

柱
芯

2
6
0

柱
芯

2
6
0

柱芯
260

柱芯
260

柱芯

Y

X

IY2

IY1

1
0
,
0
0
0

16,000

IX2

R階梁床伏図　1/100

8,000

IX3 IX4

8,000

G
1
1

G
1
1

G
1
1

G1

G1

G1

G1

B1

B1

B1

B1

720

IX1 IX2 IX3 IX4 IX5

IY2

IY1



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/100 1/200

軸組図(ろ過機械室)

特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL-4,000

4.     増打コンクリートを示す。

3.     鉛直スリットを示す。

       水平スリットを示す。

7,000

30,000

IY1通軸組図　1/100

8,000

柱芯

7,0008,000

410
柱芯

410
柱芯

260
柱芯

260
柱芯

2
0
0

4
,
5
0
0

5
,
2
8
0

GL
1FL

RFL

B1FL

4
,
0
0
0

C2 C2

C1C1 C1

FG1 FG1 FG1 FG1

G1 G1 G1 G1

G1 G1

FW40 FW40 FW40 FW40

7,000

30,000

IY2通軸組図　1/100

8,000

柱芯

7,0008,000

410
柱芯

410
柱芯

260
柱芯

260
柱芯

2
0
0

4
,
5
0
0

GL
1FL

RFL

B1FL

4
,
0
0
0

C2 C2

C1C1 C1

FG1 FG1 FG1 FG1

G1 G1 G1 G1

G1 G1

FW40 FW40 FW40 FW40

10,000

IY1

IX1,IX5通軸組図　1/100

IY2

260
柱芯

260
柱芯

2
0
0

4
,
5
0
0

GL
1FL

RFL

B1FL

4
,
0
0
0

C2 C2

FG11

G11

FW40

10,000

IX2通軸組図　1/100

410
柱芯

410
柱芯

2
0
0

4
,
5
0
0

GL
1FL

RFL

B1FL

4
,
0
0
0

C1
C1

FG12

G11

G11

10,000

IX3通軸組図　1/100

410
柱芯

410
柱芯

2
0
0

4
,
5
0
0

GL
1FL

RFL

B1FL

4
,
0
0
0

C1
C1

FG12

G11

G11

10,000

IX4通軸組図　1/100

410
柱芯

410
柱芯

2
0
0

4
,
5
0
0

GL
1FL

RFL

B1FL

4
,
0
0
0

C1
C1

FG12

G11

G11

5
,
8
0
0

基礎下端

地盤改良

721

IX1 IX2 IX3 IX4 IX5 IX1 IX2 IX3 IX4 IX5

IY1 IY2 IY1 IY2 IY1 IY2

2
1
05
8
0

5
,
2
8
0

5
8
0

5
,
2
8
0

5
8
0

5
,
2
8
0

5
8
0

5
,
2
8
0

5
8
0

5
,
2
8
0

5
8
0

2
1
0

2
1
0

2
1
0



場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

基礎梁主筋配筋要領

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

基礎梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

あばら筋

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

D
5
0

6
0

FG1

柱リスト　　1/50

符 号階 C1

大梁リスト        　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

階

R階

G1

断 面

Dx×Dy

主筋

1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

700×700

-D13@100

8-D25

700

7
0
0

Ｙ方向下端通し筋

場合は、下記の通りとする。

ＸＹ方向の梁主筋位置が同レベルになる

梁主筋配筋要領

3

3

小梁リスト　　1/50

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

400×700

-D13@200

2-D10

B1

B

D

特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

6-D22

4-D22

全断面

4

4

厚 さ 位 置
端部 中央部

下端筋

上端筋
150

端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

S1
D10D13@200 同左 D10@200 同左

D10@200 同左 D10@200 同左

床版リスト

備考

壁リスト     1/50

符 号

断 面

厚 さ

縦 筋

横 筋

開口
補強筋

縦筋

横筋

斜筋

巾止め筋　D10@1000

W18

縦筋

横筋

180

180

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D13

1-D13

開口補強筋要領

開口部

L1

L1

L1

L
1

Xn

Ｘ方向上端通し筋

Ｘ方向下端通し筋

Ｙ方向上端通し筋

Ｙ方向下端通し筋

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）
1/50 1/100

部材リスト（ろ過機械室）

-D13@200

10-D13

550×1,800

5-D25

5-D25

全断面

B

5

5

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

FG11

全断面

全断面

下端筋

上端筋
500FS1

D19@150 同左 D19@150 同左

D19@150 同左 D19@150 同左

G11

全断面

-D13@150

10-D13

650×1,800

11-D25

11-D25

6

6
5

5

FG12

全断面

-D13@150

10-D13

950×1,800

19-D29

15-D29

8

8
7

8
3

断 面

Dx×Dy

主筋

B1階

Y

X ﾌｰﾌﾟ

1,000×1,000

-D13@100

28-D25

1,000

1
,
0
0
0

8

8

C2

700×700

-D13@100

12-D25

700

7
0
0

4

4

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

1階

-D13@200

4-D10

550×1,000

5-D25

5-D25

全断面 全断面

5

5

-D13@150

4-D10

650×1,000

9-D25

6-D25

6
3

6

-D13@200

4-D10

550×1,000

5-D25

5-D25

5

5

-D13@200

4-D10

550×1,000

5-D25

8-D25

5

5
3

2

722

FW40

縦筋

横筋

400

400

D19@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D19@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

-

-

-



工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

2,280

20,510

6
,
7
6
0

特記なき限り下記による特記なき限り下記による

2.一般壁　W18

4.基礎梁天端　1FL±0

1.1FL=GL+200

屋根伏図　　　1/100

FG1 FG1 FG1 FG1

F
G
1
1

基礎伏図　　　1/100

F
S
1

特記なき限り下記による

1.一般壁　W18

2.地中梁天端　1FL±0

JX2 JX5

JY1

JY2

JX1

3.一般スラブ天端　1FL±0

2,700 8,500 7,030

JX3 JX4

FG1 FG1 FG1 FG1

使用材料

鉄筋　　　　　SD295 D10～D16

基礎下端については平板載荷試験を行い、必要地耐力を

コンクリート　Fc24N/mm   S=15

必要地耐力　　50kN/m

2

2

確保できない場合は地盤改良を行う事。

F
S
1

FS1

2,280

20,510

6
,
7
6
0

JX2 JX5

JY1

JY2

JX1

2,700 8,500 7,030

JX3 JX4

B
1

B
1

2,280

20,510

JX2 JX5JX1

2,700 8,500 7,030

JX3 JX4

JY1通軸組図　　　1/100

GL
1FL

3
,
8
0
0

2
0
0 FG1 FG1 FG1

FG1

W18

RFL

2,280

20,510

JX2 JX5JX1

2,700 8,500 7,030

JX3 JX4

JY2通軸組図　　　1/100

GL
1FL

3
,
8
0
0

2
0
0 FG1 FG1 FG1 FG1

W18

RFL

6,760

JY2JY1

JX1,5通軸組図　　　1/100

GL
1FL

3
,
8
0
0

2
0
0 FG11

RFL

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

F
G
1
1

5.    スラブの主筋方向を示す

2.    折板屋根の敷方向を示す

6,760

JY2JY1

JX2通軸組図　　　1/100

GL
1FL

3
,
8
0
0

2
0
0 FG11

RFL

W18

W18

6,760

JY2JY1

JX3,4通軸組図　　　1/100

GL
1FL

3
,
8
0
0

2
0
0 FG11

RFL

W18

SB1

SB1

WG1 WG1WG1

WG1 WG1WG1 WG1 WG1

W
G
1

W
G
1

W
G
1

W
G
1

WG1WG1 WG1

WG1WG1 WG1

FS1

(-500)

  (  )内数値は1FLからの梁天端を示す。

3.     ：増打ちコンクリートを示す

1.梁天端は屋根勾配による

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

5
0
0

伏図・軸組図（医ガス機械室）

　　　　　　　SD345 D19～D25

7311/100 1/200

SB1

SB1

SB1

SB1

SB1

SB1

SB1

SB1



壁リスト     1/50

符 号

断 面

厚 さ

縦 筋

横 筋

開口
補強筋

縦筋

横筋

斜筋

W18 開口補強筋要領

巾止め筋　D10@1000

縦筋

横筋

180

180

D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

2-D13

2-D16

1-D13

開口部

L1

L1

L1

L
1

厚 さ 位 置
端部 中央部 端部 中央部

短辺（主筋方向） 長辺(配力筋方向）
名 称

床版リスト

備考

梁リスト　　1/50
特記なき限り下記による

・巾止め筋はD10@1000とする。

符 号

位 置

断 面

B×D

上端筋

下端筋

ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ

腹筋

FG1

450×1,000

4-D22

4-D22

4-D13

全断面

-D13@200

小庇配筋要領図     1/30

L型隅角部補助筋

L1

壁配筋要領図     1/50

a) L型交差部の縦・横筋の配置

4-D13以上

L1

T型交差部補助筋

L2

b) T型交差部の縦・横筋の配置

4-D13以上

L2

B

D
5
0

1
5
0

鉄骨部材リスト

符 号 部材

特記なき限り下記による

・材質はSS400とする。・高力ボルト　S10T・F10T

備考

SB1 H-200x100x5.5x8

300

50

2
5
0

7
5

A.BOLT 4-M20(SS400)
L=400 ﾌｯｸ付き　ﾀﾞﾌﾞﾙﾅｯﾄ締め
BPL-22ｘ300ｘ250（SS400)

50

鉄骨接合部詳細図     1/30

2-D13

D10@200

L
2

L
2

1-D13

W×L

H

べた基礎

1-D13

1-D13

D10@200

設備基礎配筋要領図     1/30

1,000

1
5
0

スラブ端部配筋詳細図     1/30

GL

1FL

45°

D10@200

W18

FS1

下端筋

上端筋
300FS1

D16@150 同左 同左

同左 同左

土間ｺﾝ t=50

砕 石 t=150

折板受材取付要領図     1/30

4
0
0

A.BOLT 1-M16 @1000(SS400)
ﾌｯｸ付き　ﾀﾞﾌﾞﾙﾅｯﾄ締め

工事名称

発注機関

工事場所

摘　　要

検　　印

管理建築士 設　　計 製　　図

工事年度
設

計

者

公立沖縄北部医療センター新築工事

沖縄県名護市大北1丁目15-9

沖縄県北部医療組合

令和　7　年度

所 在 地

S - 

内藤・ＡＲＧ・設備研究所設計共同体

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目14-16

登録第310062号山田　剛

図面名称

縮　　尺 図面番号

JV名称

代表企業

一級建築士

【A1】      【A3】       

登録番号

登録番号

登録番号

登録番号

末吉　謙太郎

丸山　茂義

株式会社内藤建築事務所

第1058号

登録第173320号

第9280号

登録第335522号一級建築士

一級建築士

第 1-12326 号

福岡県知事登録

（建築工事）

D16@150

D16@150

D16@150

FG11

450×1,000

4-D22

4-D22

4-D13

全断面

-D13@200

B1

350×700

3-D19

3-D19

2-D10

端部

-D13@200

3-D19

5-D19

中央

4

4

4

4

3

3

3

3
2

WG1

350×700

3-D19

3-D19

2-D10

全断面

-D13@200

3

3

PL-6 HTB 2-M16

7
5

部材リスト（医ガス機械室）

7321/50 1/100


